
被災者支援総合交付金実施要綱 
 

平成２７年４月９日 

改正 平成２８年４月１日 

改正 平成２９年４月１日 

改正 平成３１年４月１日 

改正 令和２年４月１日  

改正 令和３年４月１日  

改正 令和４年４月１日  

改正 令和５年４月３日  

 

 

第１ 通則  

被災者支援総合交付金（以下「交付金」という。）は、毎年度、予算の範囲

内で交付するものとし、交付金の交付については、補助金等に係る予算の執行

の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「適正化法」とい

う。）その他の法令及び関連通知のほか、この要綱に定めるところにより行う

ものとする。 

 

 

第２ 目的  

交付金は、東日本大震災に伴う避難生活の長期化や、住宅再建により災害公

営住宅等への移転の進捗など、被災者を取り巻く環境の変化に対応し、それぞ

れの地域において、被災者支援のための事業を効果的に実施することを支援す

ることにより、被災者の心身の健康の維持向上、生活の安定等に寄与すること

を目的とする。 

 

 

第３ 定義  

被災者支援事業（法律又は予算制度に基づき別途国の負担又は補助を得て実

施するものを除く。）は、第２に規定する目的を達成するため、別表１に定め

る交付対象事業に関し、第４に定めるところにより、第４の１に規定する事業

計画の作成主体が作成した被災者支援事業その他の取組に関する計画（以下

「事業計画」という。）に基づく事業をいう。 

 

 

第４ 事業計画の作成及び提出  

１ 事業計画の作成主体 

都道府県、市町村その他別表１に定める交付対象事業ごとに事業を所管す

る大臣（以下「交付担当大臣」という。）が交付要綱に定めるところにより

当該交付対象事業の実施主体となることができる者（都道府県又は市町村の

補助事業により実施するものを除く。）（以下「都道府県又は市町村等」と

いう。）は、事業計画を作成する。 

 



２ 対象地域 

事業計画の作成の対象となる地域は、岩手県、宮城県及び福島県（以下

「被災三県」という。）とする。ただし、内閣総理大臣が必要であると認め

た場合には、別表１に定める交付対象事業ごとに対象地域に関する取扱いを

交付担当大臣が交付要綱で定めることができる。 

 

３ 事業計画の提出  

交付金を充てて被災者支援事業を実施しようとする都道府県又は市町村等

は、別表２に定めるところにより、次に掲げる事項を記載した事業計画及び

必要な添付書類を作成し、これを内閣総理大臣に提出しなければならない。 

内閣総理大臣は、事業計画の提出を受けた場合には、交付担当大臣に回付

するものとする。 

① 被災者支援に関する目標 

② 事業概要及び対象地域における被災者支援活動との関係 

③ 被災者支援事業に要する費用 

④ 被災者支援事業の実施主体 

⑤ その他必要な事項 

 

４ 事業計画に位置付ける事業に関する留意事項  

都道府県又は市町村等は、事業計画を作成するに当たり、被災者支援のた

めに真に必要かつ有効な被災者支援事業を選択するとともに、その実施方法

についても適切かつ効率的なものとなるよう努めることとする。 

 

５ 事業計画の変更  

都道府県又は市町村等は、事業計画について、次に掲げる変更を行う場合

には、速やかに、変更後の事業計画を様式２に添えて内閣総理大臣に提出し

なければならない。ただし、③又は④の場合は、変更を行った年度の年度末

に、変更後の事業計画を提出すれば足りることとする。 

① 被災者支援事業の新設又は廃止を申請する場合 

② 交付決定単位又は事業計画ごとの交付金交付額の変更を申請する場合 

③ 第１１の１に規定する事業間の流用を行う場合（その際には、変更後の事  

業計画の提出に併せ、様式３を添付することとする。） 

④ その他の変更の場合 

 

 

第５ 被災者支援事業 

都道府県又は市町村等は、別表１に掲げる交付対象事業のうち、事業計画

に定めた目標を実現するために必要となる効果的かつ効率的な事業を事業計

画に記載する。 

交付対象事業は、交付担当大臣が交付要綱等に定める要件を満たすものと

し、交付対象事業費及び補助率等は、事業ごとに交付担当大臣が交付要綱等

で定めるものとする。 



 

第６ 配分計画の作成 

内閣総理大臣は、都道府県又は市町村等から事業計画の提出を受けた場合

には、被災者支援事業に要する経費について交付担当大臣が所管する関係行

政機関へ予算の移替えを行うため、関係する交付担当大臣と協議し、交付担

当大臣が交付の事務を行うこととなる被災者支援事業ごとの交付金の額を明

らかにして、予算の範囲内で配分計画を作成する。 

内閣総理大臣は、配分計画の作成に当たっては、都道府県又は市町村等に

おける被災者支援事業の必要性、効率性、事業実施の確実性及び進捗状況等

を勘案するものとする。 

 

 

第７ 交付可能額の通知  

内閣総理大臣は、事業計画を提出した都道府県又は市町村等に対し、第６

で作成した配分計画に基づき、交付可能額を通知するものとする。 

 

 

第８ 交付金予算の移替え  

内閣総理大臣は、第６により作成した配分計画に基づき、交付担当大臣と

連名で財務大臣の承認を得て、交付金の予算を別表１に定める交付担当大臣

が所管する関係行政機関へそれぞれ移し替えるものとする。 

 

 

第９ 交付決定単位 

交付決定単位は、都道府県又は市町村等ごと、かつ交付担当大臣ごととす

る。 

 

 

第 10 交付申請 

第７により交付可能額の通知を受けた都道府県又は市町村等は、交付担当

大臣が定める交付要綱等に基づき、内閣総理大臣を経由し、交付担当大臣に

対して交付の申請を行うものとする。 

なお、都道府県又は市町村等が複数の事業計画に基づく交付可能額の通知

を受けた場合には、事業計画ごとに交付申請を行うことを要せず、まとめて

交付申請を行うことができる。 

 

 

第 11 交付金の執行 

１ 事業間等の流用  

都道府県又は市町村等は、被災者支援事業を実施するに当たり、同一の交

付決定の範囲内においては、経費の配分を変更し、事業間及び事業内の流用

を行うことができる。 



 

２ 交付決定前の着手 

（１）交付可能額通知後の交付決定前の着手  

都道府県又は市町村等は、交付可能額の通知を受けた後、交付申請及び

交付決定の前に被災者支援事業に着手する必要がある場合には、その理由

を記載した交付金交付決定前着手申請書（様式４）を内閣総理大臣を経由

して交付担当大臣に提出し、その承認を受けて着手することができるもの

とする。 

（２）交付可能額通知前の交付決定前の着手  

都道府県又は市町村等は、やむを得ない事由により、交付可能額の通知

を受ける前に、被災者支援事業に着手する必要が生じた場合には、その理

由を記載した交付金交付決定前着手申請書（様式５）を内閣総理大臣及び

内閣総理大臣を経由し交付担当大臣に提出し、その承認を受けて着手する

ことができるものとする。 

（３）交付決定前の着手に関する留意事項  

交付金交付決定前着手申請書の提出を受けた内閣総理大臣及び交付担当

大臣は、速やかに承認の可否を判断し、交付担当大臣にあっては内閣総理

大臣を経由して都道府県又は市町村等にその結果を通知するものとする。

なお、都道府県又は市町村等は、交付決定を受けるまでの期間に生じたあ

らゆる損失等は自らの責任とすることを了知した上で当該被災者支援事業

に着手するものとする。 

 

３ 費用の縮減  

都道府県又は市町村等は、被災者支援事業の実施に当たっては、被災者支

援事業の実施に要する費用の縮減に積極的に取り組むものとする。 

 

 

第 12 修正後の事業計画の提出 

都道府県又は市町村等は、事業計画を内閣総理大臣に提出し交付可能額の

通知を受けた後、事業計画の修正が必要な場合には、速やかに、交付可能額

通知を踏まえ修正した事業計画を内閣総理大臣に提出するものとする。 

 

 

第 13 事業計画の実績に関する評価  

都道府県又は市町村等は、交付金の交付を受けた年度の翌年度の５月末日

までに、事業計画に掲げる目標の達成状況及び被災者支援事業の実施状況に

関する調査及び分析を行い、様式６により、当該計画の実績に関する評価を

行う。当該評価については、内閣総理大臣に報告するものとする。都道府県

又は市町村等は、本条の評価の実施に当たっては、評価の透明性、客観性、

公正性を確保するように努めるものとする。 

 

 



第 14 必要事項の報告及び資料の提出 

内閣総理大臣は、都道府県又は市町村等に対し、適正化法その他の法令及

びこの要綱の施行のために必要な限度において、報告又は資料の提出を求め

ることができるものとする。 

 

 

第 15 関係行政機関の連携強化 

内閣総理大臣及び交付担当大臣は、情報の共有を図るなど相互に連携協力

し、被災者支援事業を実施する都道府県又は市町村等に対し、当該事業の円

滑な実施に関する必要な情報の提供、助言その他の援助を行うものとする。 

 

 

第 16 その他 

その他被災者支援事業の要件、交付金の交付の手続、交付金の経理その他

の必要な事項については、交付担当大臣が定める交付要綱等による。なお、

内閣総理大臣を経由して各交付担当大臣に対し交付金の交付に関する書類を

提出する場合の手続については、別紙に定めるところによる。 

 

附 則 

この要綱は、平成２７年４月９日から施行する。ただし、第１１の２の規定

は、同年５月１日以降に提出された事業計画に基づく被災者健康・生活支援事業

から適用する。 
 

附 則（平成２８年４月１日） 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 改正前の実施要綱に基づき交付された被災者健康・生活支援総合交付金に関

する手続等については、なお従前の例による。 
 

附 則（平成２９年４月１日） 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 
 

附 則（平成３１年４月１日） 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 
 

附 則（令和２年４月１日） 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 
 

附 則（令和３年４月１日） 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 
 

附 則（令和４年４月１日） 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 
 

附 則（令和５年４月３日） 

１ この要綱は、令和５年４月３日から施行し、令和５年４月１日（次項及び第

３項において「適用日」という。）から適用する。 

２ 令和５年３月 31 日以前に厚生労働大臣が交付金の交付決定を行った被災した

子どもの健康・生活対策等総合支援事業（適用日からこども家庭庁所管事業



（改正後の実施要綱別表１に掲げる関係行政機関がこども家庭庁である事業を

いう。以下次項において同じ。）となる改正前の実施要綱別表第１に掲げる事

業に限る。）に係る交付担当大臣及び交付担当大臣が所管する関係行政機関の

取扱いについては、こども家庭庁所管事業を所管する交付担当大臣が担当する

必要がある場合を除き、なお従前の例による。 

３ 令和５年３月 31 日以前に提出された被災した子どもの健康・生活対策等総合

支援事業の事業計画であって、適用日から当該事業に係る交付担当大臣が厚生

労働大臣からこども家庭庁所管事業を所管する交付担当大臣に変更となるもの

については、令和５年度における交付可能額の通知に当たり、適用日以後、こ

ども家庭庁所管事業とみなす。 

  



＜別表１＞ 

事業（柱） 番号 交付対象事業 交付担当大臣 

交付担当大臣 

が所管する 

関係行政機関 

Ⅰ各地域の被災者支

援の重要課題への

対応支援 

① 被災者支援総合事業 内閣総理大臣 復興庁 

Ⅱ被災者の日常的な

見守り・相談支援 
② 

被災者見守り・相談 

支援事業 
厚生労働大臣 厚生労働省 

Ⅲ仮設住宅での総合

相談・介護等のサ

ポート拠点の運営 

③ 
仮設住宅サポート拠

点運営事業 
厚生労働大臣 厚生労働省 

Ⅳ被災地における健

康支援 ④ 被災地健康支援事業 厚生労働大臣 厚生労働省 

Ⅴ被災者の心のケア

支援 ⑤ 
被災者の心のケア支

援事業 
厚生労働大臣 厚生労働省 

Ⅵ子どもに対する 

支援 

⑥ 

被災した子どもの健

康・生活対策等総合

支援事業 

こども家庭庁

長官 
こども家庭庁 

⑦ 

福島県の子供たちを

対象とする自然体

験・交流活動支援事

業 

文部科学大臣 文部科学省 

⑧ 

子供への学習支援に

よるコミュニティ復

興支援事業 

文部科学大臣 文部科学省 

 

 

＜別表２＞ 

事業計画の作成主体 提出が必要な書類（様式） 

被災三県及び被災三県内の市町村 
様式１－１、様式１－２、様式１－３、 

様式１－４ 

都道府県及び市町村（被災三県 

及び被災三県内の市町村を除く。） 
様式１－１、様式１－２、様式１－３ 

上記以外 様式１－１、様式１－３ 

 

 



 

 
 

別 紙  
 
 

都道府県又は市町村等が国に被災者支援総合交付金の交付 
に関する書類を提出する場合等の手続について 

 
（内閣総理大臣に書類を提出する場合の手続） 

第１ 都道府県又は市町村等は、以下に掲げる書類を内閣総理大臣に提出しよ

うとするときは、別表１に掲げるところにより、復興庁に提出するものとす

る。 
 １ 被災者支援総合交付金実施要綱（以下「実施要綱」という。）に規定する

被災者支援事業計画 
 ２ 実施要綱第４の５に規定する変更後の被災者支援事業計画 
３ 実施要綱第１２に規定する修正した被災者支援事業計画 

 ４ 実施要綱第１３に規定する被災者支援事業計画の実績に関する評価 
 ５ 実施要綱第１４に規定する報告又は資料 
 ６ その他の都道府県又は市町村等が内閣総理大臣に提出する被災者支援事

業に関する書類 
 
（交付可能額の通知に関する手続） 

第２ 内閣総理大臣は、実施要綱第７の規定に基づき、交付可能額を通知しよ

うとするときは、復興庁を経由して、これを通知するものとする。 
 
（内閣総理大臣を経由して交付担当大臣に書類を提出する場合の手続） 

第３ 都道府県又は市町村等は、被災者支援総合交付金の交付に関する書類を

交付担当大臣に提出しようとするときは、別紙様式を添付の上、地域ごとに

別表１に掲げるところにより、復興庁を経由して提出しなければならない。 
 
（内閣総理大臣を経由して提出しなければならない書類） 

第４ 都道府県又は市町村等は、別表２に掲げる被災者支援総合交付金の交付

に関する書類を交付担当大臣に提出しようとするときは、内閣総理大臣を経

由してこれを提出しなければならない。また、その際には、前条の規定に基

づき、復興庁を経由するものとする。 
 
（交付決定の通知に関する手続） 

第５ 交付担当大臣は、交付要綱に基づき、内閣総理大臣を経由して都道府県



 

 
 

又は市町村等に対して交付決定通知書、交付額確定通知書その他の書類を送

付しようとするときは、地域ごとに別表１に掲げるところにより、復興庁を

経由して、これを送付するものとする。 



 

 
 

（別表１）書類の提出（第１、第３、第４及び第５関係） 

 
 
（別表２）内閣総理大臣を経由して提出しなければならない書類（第４関係） 
内閣総理大臣を経由して交付担当大臣に提出しなければならない書類 
・適正化法第５条の規定に基づく交付の申請書及び変更交付申請書 
・適正化法第９条に基づく交付申請の取下げに係る書類 
・被災者支援総合交付金交付決定前着手申請書（実施要綱第１１の２） 
・適正化法第 12 条に基づく状況報告に係る書類 
・適正化法第 14 条に規定する実績報告に係る書類 
・その他交付要綱において内閣総理大臣を経由して提出するものとされた書類 
 

事業計画の作成主体 提出窓口 

岩手県 

岩手県内の市町村 
岩手復興局 

宮城県 

宮城県内の市町村 
宮城復興局 

福島県 

福島県内の市町村 
福島復興局 

上記以外 本庁 



 

 
 

 

（別紙様式） 
 
 

年  月  日 
 
内閣総理大臣 殿 
 

 
 

 都道府県又は市町村等の長 
 
 
 

被災者支援総合交付金に関する書類の交付担当大臣への提出について 
 
 
 都道府県又は市町村等の長が国に被災者支援総合交付金の交付に関する書類

を提出する場合等の手続きについて、被災者支援総合交付金実施要綱別紙第３

の規定に基づき、下記の書類を各交付担当大臣まで提出願います。 
 
 

記 
 

１． 交付申請書（○○大臣宛て） 

２． 交付申請書（○○大臣宛て） 

 



1 
 

別紙様式第 1号 

 

               年 月 日 

 内閣総理大臣 宛 

（団体名）○○○○○○ 

代表 ○○ ○  

 

○年度被災者支援総合交付金「心の復興」事業参加者状況報告書 

 

 年 月 日付け 第 号をもって交付決定の通知を受けた「心の復興」事業に

ついて、「被災者支援総合交付金による「心の復興」事業の実施について」の

４．（１）の規定により事業への参加者について下記のとおり報告します。 

 

記 

 

 １ 事業名： 

 

 ２ 参加者数 

 実人数 延べ人数 

応急仮設住宅居住者   

民間賃貸住宅（みなし仮設）居住者   

災害公営住宅居住者   

避難元住民   

避難先住民   

地域住民   

その他   

合計   

 

   うち特に孤立している方の参加者数 

 実人数 延べ人数 

応急仮設住宅居住者   

民間賃貸住宅（みなし仮設）居住者   

災害公営住宅居住者   

その他   

合計   

 



2 
 

別紙様式第 2号 

 

                年 月 日 

 内閣総理大臣 宛 

（団体名）○○○○○○ 

代表 ○○ ○  

 

○年度被災者支援総合交付金「心の復興」事業収益状況報告書 

 

 

   年 月 日付け 第 号をもって交付決定の通知を受けた「心の復興」事業に

ついて、「被災者支援総合交付金による「心の復興」事業の実施について」の

４．（２）の規定により収益状況を下記のとおり報告します。 

 

記 

 

 １ 事業名： 

 

 ２ 交付金の確定額及びその通知日 

          円 

 ○  年  月  日 第  号 

 

 ３ 報告期間 ○ 年 月 日 ～ ○ 年 月 日 

 

 ４ 収益状況 

 

収益額 算出根拠 

 

円 

 

 

 

 

注 報告の対象は、事業の実施年度及びその翌年度に発生した収益となります。 

この報告書の提出は、収益が発生した年度の翌年度の４月１０日までに行ってください。 



 

                              参考例 

（様式１－１） 

年 月 日 

 
内閣総理大臣 殿 

 
 

都道府県又は市町村等の長 

 
 
 
 

被災者支援事業計画の提出について 

 
 
被災者支援総合交付金実施要綱第４の３の規定に基づき、被災者支援事業計

画（  ●年度）を提出します。 

 
 



地方自治体用（様式１－２）

記載例 1 ① - （1） - 1 ○○市住宅・生活再建支援事業 ○○市 直接補助 定額 ・・・・・・円 ・・・・・・円

記載例 2 ① - （3） 1 ○○「心の復興事業」 ○○市 間接補助 定額 ・・・・・・円 ・・・・・・円

記載例 3 ② - （0） - 1 被災者見守り・相談支援事業
○○市

社会福祉協議会
間接補助 定額 ・・・・・・円 ・・・・・・円

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

・・・・・・円 ・・・・・・・円

氏名
メールアドレス

交付対象事業費
（注４）

補助率

①被災者支援総合事業、(1)住宅・生活再建支援事業(2)コミュニティ形成支援事業(3)心の復興事業(4)被災者生活支援事業(5)被災者支援コーディネート事業(6)県外避難者支援事業

②被災者見守り・相談支援事業、③仮設住宅サポート拠点運営事業、④被災地健康支援事業、⑤被災者の心のケア支援事業、

⑦福島県の子供たちを対象とする自然体験・交流活動支援事業、⑧子供への学習支援によるコミュニティ復興支援事業

⑥被災した子どもの健康・生活対策等総合支援事業、(1)子ども健やか訪問事業　(2)遊具の設置や子育てイベントの開催

合　　計

増額申請の場合、同じ欄に「全体額（増額分）」と記載すること。

（注４）2回目以降に、増額申請及び新規申請を行う場合、朱文字で記載すること。また、増額申請の場合、全体額ではなく増額分を記載すること。

【○○県・市（町村）】　　　　被災者支援事業計画（　　●年度）　〔総括表〕

直接補助
／間接補助

交付金交付額
（注４）

事業番号
（注２）

No
（注１）

事業名
（注３）

事業実施団体

（注３）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

自治体名

（注１）全体の通し番号を記載する。

(3)親を亡くした子ども等への相談・援助事業　(4)児童福祉施設等給食安心対策事業

（注２）「事業番号」は、「（下記の該当する交付対象事業の番号）－（枝番）－（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」となるよう記載する。（①、⑤事業以外の枝番は(0)を記載）



地方自治体用 

 
（様式１－３） 

【●●県・○○市（町村）】 被災者支援事業計画 個票 

  ○年○月時点 

※本様式は様式１－２に記載した事業ごとに記載してください。また、事業ごとに次頁 

以降の添付書類①～⑧のうち、該当する添付書類に記載してください。 

NO.  事業名  事業番号  

事業実施主体 

（直接/間接） 
 

交付対象事業費 （千円） 

貴自治体における被災者支援全体に関する目標 

 

 

 

 

 

事業概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域の被災者支援活動との関係 

 

 

 



地方自治体用 

＜添付書類① 被災者支援総合事業＞  

１．事業の詳細 

（同一の事業について、複数の取組を実施する場合には、各取組について、個別に必要事項を記載して下

さい。また、委託・補助による事業実施を予定している場合には、委託・補助の相手方となる団体等を記

載して下さい。（公募の場合は除く。公募による補助の場合は、採択時期、採択事業数（想定）、採択金額

その総額を記載して下さい。）②コミュニティ形成支援事業を団体への補助事業で実施する場合（１実施主

体当たりの補助額が２０万円未満である場合を除く。）、または、③心の復興事業を実施する場合には、取

組ごとに番号を付し、それぞれ様式１－３添付書類 a または添付書類 b を合わせて記載して下さい。公募

中の場合は、決定次第提出してください。 

①住宅・生活再建支援事業 

 【委託・補助相手方】（想定） 

   

  【事業目的】 

 

【事業内容】 

   

  【対象地域】（大字単位）（具体の仮設住宅名も記載して下さい。） 

        （在宅被災者を対象とする場合、具体の地域も記載して下さい。） 

   

  【支援対象者及び対象世帯数、参加見込み人数】（仮設住宅居住者○○名等 具体的に記載して下さい） 

   

  【事業効果】 

   

  【生活再建相談員 配置予定数】 

   

   

   

②コミュニティ形成支援事業 

【委託・補助相手方】（想定）（公募の場合は除く） 

   

  【事業目的】 

   

【事業内容】 

   

  【対象地域】（大字単位）（具体の仮設住宅名、災害公営住宅名も記載して下さい。） 

   

【対象世帯数】 

    仮設住宅    世帯程度 

   災害公営住宅    世帯程度 （防災集団移転、自主再建世帯を含む） 

      その他    世帯程度 

   

  【事業効果】 

   

   



地方自治体用 

  【コミュニティ支援員 配置予定数】 

   

   

   

③「心の復興」事業 

【委託・補助相手方】（想定）（公募の場合は除く） 

   

  【事業目的】 

   

【事業内容】 

   

 【対象地域（見込）】（大字単位）（具体の仮設住宅名、災害公営住宅名も記載して下さい。） 

   

  【年間の活動スケジュール】 

   

【参加見込の被災者数（実人数で記載）】 

     仮設住宅    人程度 

   災害公営住宅    人程度 （防災集団移転、自主再建世帯を含む） 

      その他    人程度 

   

  【事業効果】 

   

   

   

④被災者生活支援事業 

【委託・補助相手方】（想定） 

   

  【事業目的】 

 

【事業内容】 

   

【対象地域】（大字単位）（具体の仮設住宅名、災害公営住宅名も記載して下さい。） 

   

  【支援対象者及び対象世帯数、参加見込み人数】（仮設住宅居住者○○名等 具体的に記載して下さい） 

   

  【事業効果】 

   

  【被災者生活支援員 配置予定数】 

   

   

   

⑤被災者支援コーディネート事業 

【委託・補助相手方】（想定） 
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  【事業目的】 

 

【事業内容】 

   

  【対象地域】（大字単位）   

   

  【事業効果】 

   

   

   

⑥県外避難者支援事業 

【委託・補助相手方】（想定） 

   

  【事業目的】 

   

【事業内容】 

   

  【支援対象者及び対象世帯数、人数】（県外避難世帯○○世帯等 具体的に記載して下さい） 

   

  【事業効果】 

   

   

   

２．積算内訳 

（該当する事業の【1-3】添付書類(ａ,ｂ,ｄ）の積算内訳に記載し、提出して下さい。） 

 

３．成果指標 

（当事業の具体的な成果指標となるものを記載して下さい。また、アンケート調査など事業成果を測定す

る方法を記載してください。） 

 



地方自治体用 

４．今後の事業見通し 

2023年度 

（事業費を記載願います。） 

 

（千円） 

（参考）2022年度 

（事業費を記載願います。） 

 

（千円） 

2024年度以降 

・事業実施の方向性（継続、一部見直し、終了 等） 

 

・事業実施の方向性を決定した背景・理由（災害公営住宅等の恒久住宅への入居状況、コミュニティ形成

の状況等） 

 

・財源（一般財源、基金（具体的に想定する基金名）、国庫補助（具体的に想定するもの） 等） 

 

（2024 年度以降も事業を継続する場合は、年度毎の事業費（国庫補助が必要な場合はその見込額）を記載

して下さい。）（単位：千円） 

 2024年度 2025年度 

事業費   

うち国庫補助額   



地方自治体用 

＜添付書類② 被災者見守り・相談支援事業＞ 

１．事業の詳細 

（同一の事業について、複数の取組を実施する場合には、各取組について、個別に必要事項を記載して下

さい。また、委託・補助による事業実施を予定している場合には、委託・補助の相手方となる団体等を記

載して下さい。） 

①被災者見守り・相談支援調整会議を開催する事業 

  【事業内容】 

 

 

②被災者の見守り・相談支援を行う事業 

  【事業内容】 

 

  【生活支援相談員の配置予定数】 

 

 

③被災者支援従事者の資質向上等を図るための事業 

 【事業内容】 

 

 

④その他被災者の孤立防止を図るため、見守り・相談支援と一体的に行う事業 

 【事業内容】 

 

 

 

２．積算内訳 

（内訳を【1-3】添付書類ｅ 積算内訳に記載して下さい。） 

①被災者見守り・相談支援調整会議を開催する事業 

 

②被災者の見守り・相談支援を行う事業 

 

③被災者支援従事者の資質向上等を図るための事業 

 

④その他被災者の孤立防止を図るため、見守り・相談支援と一体的に行う事業 

 

３．成果指標 

（①見守り等支援対象者に対して、どの程度対応できたか、②見守り等支援を通じた自立により、どの程

度、支援対象者が減少したか等、当事業の具体的な成果指標となるものを記載下さい） 

 

 

 

 



地方自治体用 

４．今後の事業見通し 

2023年度 

（事業費を記載願います。） 

 

（千円） 

（参考）2022年度 

（事業費を記載願います。） 

 

（千円） 

2024年度以降 

・事業実施の方向性（継続、一部見直し、終了 等） 

 

・事業実施の方向性を決定した背景・理由（災害公営住宅等の恒久住宅への入居状況、コミュニティ形成

の状況等） 

 

・財源（一般財源、基金（具体的に想定する基金名）、国庫補助（具体的に想定するもの） 等） 

 

（2024 年度以降も事業を継続する場合は、年度毎の事業費（国庫補助が必要な場合はその見込額）を記載

して下さい。）（単位：千円） 

 2024年度 2025年度 

事業費   

うち国庫補助額   

５．他事業との連携 

添付書類②～⑤（厚生労働省担当分）において、どのように事業間の連携を図っているのか具体的に記載

して下さい。 

また、事業内容及び経費の重複がないか確認するとともに、被災者への一体的な支援に向けた具体的な取

組内容を記載して下さい。 



地方自治体用 

＜添付書類③ 仮設住宅サポート拠点運営事業＞ 

１．事業の詳細 

（同一の事業について、複数の取組を実施する場合には、各取組について、個別に必要事項を記載して下

さい。また、委託・補助による事業実施を予定している場合には、委託・補助の相手方となる団体等を記

載して下さい。） 

○仮設住宅等における介護・福祉サービス等の拠点づくり 

【事業内容】 

２．積算内訳 

（内訳を【1-3】添付書類ｆ 積算内訳に記載して下さい。） 

 

３．成果指標 

（当事業の具体的な成果指標となるものを記載下さい） 

４．今後の事業見通し 

2023年度 

（事業費を記載願います。） 

 

（千円） 

（参考）2022年度 

（事業費を記載願います。） 

 

（千円） 

2024年度以降 

・事業実施の方向性（継続、一部見直し、終了 等） 

 

・事業実施の方向性を決定した背景・理由（災害公営住宅等の恒久住宅への入居状況、コミュニティ形成

の状況等） 

 

・財源（一般財源、基金（具体的に想定する基金名）、国庫補助（具体的に想定するもの） 等） 
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（2024 年度以降も事業を継続する場合は、年度毎の事業費（国庫補助が必要な場合はその見込額）を記載

して下さい。）（単位：千円） 

 2024年度 2025年度 

事業費   

うち国庫補助額   

５．他事業との連携 

添付書類②～⑤（厚生労働省担当分）において、どのように事業間の連携を図っているのか具体的に記載

して下さい。 

また、事業内容及び経費の重複がないか確認するとともに、被災者への一体的な支援に向けた具体的な取

組内容を記載して下さい。 



地方自治体用 

＜添付書類④ 被災地健康支援事業＞ 

１．事業の詳細 

（同一の事業について、複数の取組を実施する場合には、各取組について、個別に必要事項を記載して下

さい。また、委託・補助による事業実施を予定している場合には、委託・補助の相手方となる団体等を記

載して下さい。） 

①保健活動支援事業 

  【事業内容】 

 

【対象世帯数】 

    仮設住宅    世帯程度 

 

 ②巡回栄養・食生活指導事業 

  【事業内容】 

 

【対象世帯数】 

    仮設住宅    世帯程度 

 

 ③被災地健康支援事業運営協議会（仮称）事業 

  【事業内容】 

 

【対象世帯数】 

    仮設住宅    世帯程度 

 

 ④その他、特に被災者の健康支援に資すると認められる事業 

  【事業内容】 

 

【対象世帯数】 

    仮設住宅    世帯程度 

 

２．積算内訳 

（内訳を【1-3】添付書類ｇ 積算内訳に記載して下さい。） 

①保健活動支援事業 

  

②巡回栄養・食生活指導事業 

  

③被災地健康支援事業運営協議会（仮称）事業 

 

④その他、特に被災者の健康支援に資すると認められる事業 
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３．成果指標 

（当事業の具体的な成果指標となるものを記載下さい） 

 

 

４．今後の事業見通し 

2023年度 

（事業費を記載願います。） 

 

（千円） 

（参考）2022年度 

（事業費を記載願います。） 

 

（千円） 

2024年度以降 

・事業実施の方向性（継続、一部見直し、終了 等） 

 

・事業実施の方向性を決定した背景・理由（災害公営住宅等の恒久住宅への入居状況、コミュニティ形成

の状況等） 

 

・財源（一般財源、基金（具体的に想定する基金名）、国庫補助（具体的に想定するもの） 等） 

 

（2024 年度以降も事業を継続する場合は、年度毎の事業費（国庫補助が必要な場合はその見込額）を記載

して下さい。）（単位：千円） 

 2024年度 2025年度 

事業費   

うち国庫補助額   

５．他事業との連携 

添付書類②～⑤（厚生労働省担当分）において、どのように事業間の連携を図っているのか具体的に記載

して下さい。 

また、事業内容及び経費の重複がないか確認するとともに、被災者への一体的な支援に向けた具体的な取

組内容を記載して下さい。 

 



地方自治体用 

＜添付書類⑤ 被災者の心のケア支援事業＞ 

１．事業の詳細 

（同一の事業について、複数の取組を実施する場合には、各取組について、個別に必要事項を記載して下

さい。また、委託・補助による事業実施を予定している場合には、委託・補助の相手方となる団体等を記

載して下さい。） 

①運営委員会の設置 

  【事業内容】 

 

 

②被災者への個別相談支援 

  【事業内容】 

 

 

③被災地の心の健康の向上に資する各種事業 

  【事業内容】 

 

 

④本事業の地域の精神保健医療機能への移行に向けた取組 

  【事業内容】 

 

 

２．積算内訳 

（内訳を【1-3】添付書類ｈ 積算内訳に記載して下さい。） 

①運営委員会の設置 

  

②被災者への個別相談支援 

  

③被災地の心の健康の向上に資する各種事業 

 

④本事業の地域の精神保健医療機能への移行に向けた取組 

 

３．成果指標 

（当事業の具体的な成果指標となるものを記載下さい） 

 

 



地方自治体用 

４．今後の事業見通し 

2023年度 

（事業費を記載願います。） 

 

（千円） 

（参考）2022年度 

（事業費を記載願います。） 

 

（千円） 

2024年度以降 

・事業実施の方向性（継続、一部見直し、終了 等） 

 

・事業実施の方向性を決定した背景・理由（災害公営住宅等の恒久住宅への入居状況、コミュニティ形成

の状況等） 

 

・財源（一般財源、基金（具体的に想定する基金名）、国庫補助（具体的に想定するもの） 等） 

 

（2024 年度以降も事業を継続する場合は、年度毎の事業費（国庫補助が必要な場合はその見込額）を記載

して下さい。）（単位：千円） 

 2024年度 2025年度 

事業費   

うち国庫補助額   

５．他事業との連携 

添付書類②～⑤（厚生労働省担当分）において、どのように事業間の連携を図っているのか具体的に記載

して下さい。 

また、事業内容及び経費の重複がないか確認するとともに、被災者への一体的な支援に向けた具体的な取

組内容を記載して下さい。 

 



地方自治体用 

＜添付書類⑥ 被災した子どもの健康・生活対策等総合支援事業＞ 

１．事業の詳細 

（同一の事業について、複数の取組を実施する場合には、各取組について、個別に必要事項を記載して下

さい。また、委託・補助による事業実施を予定している場合には、委託・補助の相手方となる団体等を記

載して下さい。） 

 

①子ども健やか訪問事業 

  ・訪問対象の家庭数、延べ訪問回数 

  ・訪問員への研修（研修内容、実施回数） 

 

 

②遊具の設置や子育てイベントの開催 

  ・具体の事業内容、対象者、実施場所、実施期間 

 

 

③親を亡くした子ども等への相談・援助事業 

  ア）子どものケアセンター設置事業（実施場所、開設日数、専門人材の配置状況等） 

   

 イ）支援者研修（研修内容、実施回数等） 

    

ウ）心身のケア相談会・講習会（テーマ、実施回数等） 

    

エ）被災児童等の交流会（テーマ、実施回数等） 

    

オ）被災児童等の支援施策広報（テーマ、実施回数等） 

    

カ）その他心身のケア関連事業 

 

 

④児童福祉施設等給食安心対策事業 

  ア）事前検査（対象施設数、延べ回数） 

 

  イ）事後検査（対象施設数、延べ回数） 

 

 

 

 

  



地方自治体用 

２．積算内訳 

（内訳を【1-3】添付書類ｉ 積算内訳に記載して下さい。） 

①子ども健やか訪問事業 

 

②遊具の設置や子育てイベントの開催 

 

③親を亡くした子ども等への相談・援助事業 

 

④児童福祉施設等給食安心対策事業 

 

３．成果指標 

（当事業の具体的な成果指標となるものを記載下さい） 

 

 

 

４．今後の事業見通し 

2023年度 

（事業費を記載願います。） 

 

（千円） 

（参考）2022年度 

（事業費を記載願います。） 

 

（千円） 

2024年度以降 

・事業実施の方向性（継続、一部見直し、終了 等） 

 

・事業実施の方向性を決定した背景・理由（災害公営住宅等の恒久住宅への入居状況、コミュニティ形成

の状況等） 

 

・財源（一般財源、基金（具体的に想定する基金名）、国庫補助（具体的に想定するもの） 等） 

 

（2024 年度以降も事業を継続する場合は、年度毎の事業費（国庫補助が必要な場合はその見込額）を記載

して下さい。）（単位：千円） 

 2024年度 2025年度 

事業費   

うち国庫補助額   



地方自治体用 

＜添付書類⑦＞ 

＜福島県の子供たちを対象とする自然体験・交流活動支援事業＞ 

１．事業の詳細 

（同一の事業について、複数の取組を実施する場合には、各取組について、個別に必要事項を記載して下

さい。また、委託・補助による事業実施を予定している場合には、委託・補助の相手方となる団体等を記

載して下さい。） 

①小・中学校自然体験・交流活動等支援事業 

  【事業内容】 

 

 

②幼稚園・保育所自然体験活動等支援事業 

  【事業内容】 

 

 

③社会教育団体自然体験活動支援事業 

 【事業内容】 

 

 

 ※各事業について、具体的な支援対象者（どのような方を対象と考えているのか）及びその人数を記

載して下さい。 

 

２．積算内訳 

（内訳を【1-3】添付書類ｊ 積算内訳に記載して下さい。） 

①小・中学校自然体験・交流活動等支援事業 

 

②幼稚園・保育所自然体験活動等支援事業 

 

③社会教育団体自然体験活動支援事業 

 

３．成果指標 

（当事業の具体的な成果指標となるものを記載下さい） 

 



地方自治体用 

４．今後の事業見通し 

2023年度 

（交付対象事業費を記載願います。） 

 

（千円） 

（参考）2022年度 

（交付対象事業費を記載願います。） 

 

（千円） 

2024年度以降 

・事業実施の方向性（継続、一部見直し、終了 等） 

 

・事業実施の方向性を決定した背景・理由（自然体験活動・交流活動の機会の状況、肥満傾向児の状況、

心のケアの状況等） 

 

・財源（一般財源、基金（具体的に想定する基金名）、国庫補助（具体的に想定するもの） 等） 

 

（2024 年度以降も事業を継続する場合は、年度毎の事業費（国庫補助が必要な場合はその見込額）を記載

して下さい。）（単位：千円） 

 2024年度 2025年度 

事業費   

うち国庫補助額   

 



地方自治体用 

＜添付書類⑧＞  

＜子供への学習支援によるコミュニティ復興支援事業＞ 

１．事業の詳細 

（同一の事業について、複数の取組を実施する場合には、各取組について、個別に必要事項を記載して下

さい。また、委託・補助による事業実施を予定している場合には、委託・補助の相手方となる団体等を記

載して下さい。） 

①評価・検証委員会 

  【事業内容】 

 

②地域学校協働活動 

  【事業内容】 

 

③家庭教育支援活動 

 【事業内容】 

 

④子供たちの学習環境の好転を図るために必要な研修会等 

 【事業内容】 

 

 ※子供への学習支援及びコミュニティの形成に関わる課題及びその要因等について、【1-3】添付書類

k 状況調査を記載して下さい。 

 

２．積算内訳 

（内訳を【1-3】添付書類ｋ 積算内訳に記載して下さい。） 

 

①評価・検証委員会 

 

 

②地域学校協働活動 

 

 

③家庭教育支援活動 

 

 

④子供たちの学習環境の好転を図るために必要な研修会等 

 

 

 



地方自治体用 

３．成果指標 

（当事業の具体的な成果指標となるものを記載下さい） 

○地域学校協働活動について 

 

○家庭教育支援活動について 

  
○子供たちの学習環境の好転を図るために必要な研修会等について 

  

４．今後の事業見通し 

2023年度 

（事業費を記載願います。） 

 

（千円） 

（参考）2022年度 

（事業費を記載願います。） 

 

（千円） 

2024年度以降 

・事業実施の方向性（継続、一部見直し、終了 等） 

 

・事業実施の方向性を決定した背景・理由（子供への学習支援、コミュニティ形成の状況、課題及びその

要因等） 

 

・財源（一般財源、基金（具体的に想定する基金名）、国庫補助（具体的に想定するもの） 等） 

 

（2024 年度以降も事業を継続する場合は、年度毎の事業費（国庫補助が必要な場合はその見込額）を記載

して下さい。）（単位：千円） 

 2024年度 2025年度 

事業費   

うち国庫補助額   

 



[復興庁事業] 様式１－３ 添付書類「ａ」 〔ｺﾐｭﾆﾃｨ形成支援/間接補助事業用〕

県又は市町村の長　殿

コミュニティ形成支援事業について、以下のとおり事業計画を提出いたします。

【事業名】
30文字以内で記入してください。

【申請額】
税込金額を記入してください。

0 円（税込）

【対象地域】
都道府県、市町村、大字の順に記入してください（複数の地域にまたがっても構いません）。

（仮設住宅、災害公営住宅名での実施を想定している場合、具体の住宅名を記載して下さい。）

【法人又は団体名】
本事業の実施主体となる法人又は団体の名称を記入してください。

【代表団体名】

【法人又は団体の代表者役職・氏名】

【問合せ先（本件に関する窓口）】
問合せ先のご担当者様の氏名、所属法人又は団体名、役職、住所、電話番号、メールアドレスを記入してください。

ご担当者様の氏名

ご担当者様の所属法人又は団体名

ご担当者様の役職

郵便番号

住所

電話番号

メールアドレス

（法人又は団体名および代表者氏名を記入）

（電話番号を記入）

（メールアドレスを記入）

  年度　コミュニティ形成支援事業　被災者支援事業計画（表紙）

　XX年　XX月　XX日 

（事業名を記入）

（法人又は団体名を記入）

（法人又は団体の代表者役職・氏名を記入）

（対象地域を記入）

（ご担当者様の氏名を記入）

（ご担当者様の所属法人又は団体名を記入）

（ご担当者様の役職を記入）

（住所を記入）

（代表団体名を記入）

複数の構成団体が含まれる場合は、代表団体の代表者を記入してください（１団体で応募の場合は、その代表者を記入してくださ
い）。

複数の構成団体が含まれる場合は、代表団体の名前を記入してください（１団体で応募の場合は記入不要です）。

〒（郵便番号を記入）　



[復興庁事業] 様式１－３ 添付書類「ａ」 〔ｺﾐｭﾆﾃｨ形成支援/間接補助事業用〕

【１．事業名（再掲）】

【２．申請額（再掲）】

【３．対象地域（再掲）】

【４．法人又は団体名（再掲）】

【５．事業の目的・概要】
事業の目的と概要について、５行以内で簡潔に記入してください。

【６．コミュニティ支援員の配置】

【７．事業の効果・特徴】

【８．自治体や地域との連携】

【９．活動の対象世帯数】

世帯

世帯

世帯

世帯

世帯

事業を実施するにあたり、応急仮設住宅の居住者、災害公営住宅の居住者、周辺の地域住民の方等がそれぞれ何世帯程度参加すること
が見込まれるか記入してください（延べではなく、実数で記入してください。）。

事業の効果と特徴について、仮設住宅や災害公営住宅内の住民同士や、当該住宅の住民と周辺の地域コミュニティとの融合など、円滑
なコミュニティ形成に向け、見込まれる効果等を記入してください。

（事業名を記入）

0 円（税込）

0

民間賃貸住宅（みなし仮設）

事業を実施するにあたり、自治体の合意を得られている場合など、自治体や地域との連携について調整した内容等を記入してくださ
い。

応急仮設住宅

災害公営住宅

合計

その他の地域住民

    年度コミュニティ形成支援事業　被災者支援事業計画（１－１）

（対象地域を記入）

（法人又は団体名を記入）

コミュニティ支援員の配置人数　　　（　　　　　　　　）　名



[復興庁事業] 様式１－３ 添付書類「ａ」 〔ｺﾐｭﾆﾃｨ形成支援/間接補助事業用〕

●今回の交付対象とする経費

《タイトル》

《取組内容》

《積算内訳》

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１）報酬費（パートタイム会計年度任用職員への報酬、団体理事・役員報酬など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（２）賃金（地方公務員法適用外の団体等の非常勤職員賃金など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（３）給料（フルタイム会計年度任用職員への給料など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（４）職員手当等（会計年度任用職員に係る諸手当など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（５）共済費（社会保険料など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

（６）報償費（講師謝金・ボランティア謝金など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 回 =  円 1回あたり●時間

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

（７）旅費（普通旅費、有識者旅費、宿泊費など）  円
↓単価（税込） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（８）需用費（消耗品費、燃料費、印刷製本費など）  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（９）役務費（通信運搬費、広告料、手数料、保険料（非課税）など）  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓数量②

↓名称 ↓数量②↓数量①

↓数量①

↓名称 ↓数量①

↓数量②↓名称

↓名称

↓名称 ↓数量①

↓名称

↓数量①

取組①

↓数量②

↓数量① ↓数量②

↓数量②

0 円（税込）



[復興庁事業] 様式１－３ 添付書類「ａ」 〔ｺﾐｭﾆﾃｨ形成支援/間接補助事業用〕

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１０）助成金  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 × =  円

 円 × 0 人 × 0 日 × =  円

 円 × 0 人 × 0 日 × =  円

（１１）委託料（取組のうち、業務委託を行う範囲）※内訳の分かる見積書を添付すること  円
↓備考（使用目的・根拠等）

× =  円

× =  円

× =  円

（１２）工事費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 回 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × =  円

（１３）使用料  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１４）賃借料  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１５）備品購入費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

1式

1式

1式

↓数量（人） ↓数量（日）

↓委託内容

↓名称



[復興庁事業] 様式１－３ 添付書類「ａ」 〔ｺﾐｭﾆﾃｨ形成支援/間接補助事業用〕

《タイトル》

《取組内容》

《積算内訳》

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１）報酬費（パートタイム会計年度任用職員への報酬、団体理事・役員報酬など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（２）賃金（地方公務員法適用外の団体等の非常勤職員賃金など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（３）給料（フルタイム会計年度任用職員への給料など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（４）職員手当等（会計年度任用職員に係る諸手当など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（５）共済費（社会保険料など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

（６）報償費（講師謝金・ボランティア謝金など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 回 =  円 1回あたり●時間

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

（７）旅費（普通旅費、有識者旅費、宿泊費など）  円
↓単価（税込） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（８）需用費（消耗品費、燃料費、印刷製本費など）  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（９）役務費（通信運搬費、広告料、手数料、保険料（非課税）など）  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

0 円（税込）

取組②



[復興庁事業] 様式１－３ 添付書類「ａ」 〔ｺﾐｭﾆﾃｨ形成支援/間接補助事業用〕

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１０）助成金  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 × =  円

 円 × 0 人 × 0 日 × =  円

 円 × 0 人 × 0 日 × =  円

（１１）委託料（取組のうち、業務委託を行う範囲）※内訳の分かる見積書を添付すること  円
↓備考（使用目的・根拠等）

× =  円

× =  円

× =  円

（１２）工事費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 回 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × =  円

（１３）使用料  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１４）賃借料  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１５）備品購入費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓委託内容

1式

1式

1式

↓名称 ↓数量（人） ↓数量（日）



[復興庁事業] 様式１－３ 添付書類「ａ」 〔ｺﾐｭﾆﾃｨ形成支援/間接補助事業用〕

●今回の交付対象としない経費

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓支援対象としない理由

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

取組○、名称

取組○、名称

0 円（税込）

↓経費名称 ↓数量① ↓数量②

自助努力や既存資源を活用して対応する、他の手法により資金調達を行う、等の金額があれば、記入してください（交付対象とする経
費と合わせれば、事業全体の金額となるよう、記入してください）。

取組○、名称



[復興庁事業] 様式１－３ 添付書類「ａ」 〔ｺﾐｭﾆﾃｨ形成支援/間接補助事業用〕

取組① 取組②

１月

２月

３月

７月

８月

９月

10月

11月

取組のスケジュール

  年度　コミュニティ形成支援事業　被災者支援事業計画（１－２）

４月

５月

６月

12月

実施

【実施地域】
●●●
【実施期間】
●●●
【実施内容】
●●● 仮設住宅入居者等が参加す

る検討会等、イベント実施

の準備段階の取組

イベントの実施

【実施地域】
●●●
【実施期間】
●●●
【実施内容】
●●●

実施に向けた準備作業

○評価

○今後の課題整理



[復興庁事業] 様式１－３ 添付書類「ａ」 〔ｺﾐｭﾆﾃｨ形成支援/間接補助事業用〕

【法人又は団体の概要】
※行が足りない場合には、適宜追加して下さい。

記入欄

法人又は団体名（再掲） （法人又は団体名を記入）

代表団体名（再掲） （代表団体名を記入）

法人又は団体の代表者役職・氏名（再掲）（法人又は団体の代表者役職・氏名を記入）

構成団体名①

構成団体名②

構成団体名③

【問合せ先（本件に関する窓口）（再掲）】

ご担当者様の氏名 （ご担当者様の氏名を記入）

ご担当者様の所属法人又は団体名 （ご担当者様の所属法人又は団体名を記入）

ご担当者様役職 （ご担当者様の役職を記入）

住所 （住所を記入）

電話番号 （電話番号を記入）

メールアドレス （メールアドレスを記入）

【実施体制図】
以下の記載例にならい、関係者の役割分担が分かるように記載して下さい。

※複数の構成団体が含まれる場合には代表団体と構成団体がわかるように記載して下さい。

（印刷等の軽微な業務委託を実施体制図に含める必要はありません。）

   年度  コミュニティ形成支援事業　被災者支援事業計画（３）

【協力団体】

【法人又は団体（実施主体）】

＜代表団体＞
構成団体名①

・事務局（自治体との調
整や企画の実施管理）

協力団体名
・資材の提供等の協力

構成団体名②
・企画立案、実施

構成団体名③
・ＨＰ担当



年度 コミュニティ形成支援事業

取組内容

【取組②「事業名■■■■」、実施主体■■■■】

～NPO法人○○、一般社団法人○○、○○協会～（○○県○○市）

○○プロジェクト 様式１－３添付書類a 〔コミュニティ形成支援/間接補助事業用〕
年度 コミュニティ形成支援事業 被災者支援事業計画（２）

○・・・・・
○・・・・・・・・・・・・・・・・

【取組①「事業名■■■■」、実施主体■■■■】

（例）第１回 （いつ、どの場所で、実施予定）
第２回 （いつ、どの場所で、実施予定）

（例）アンケート調査をいつ、どこで、誰を対象として実施予定

必要に応じて参考となる
写真・地図・表・グラフなど

※複数可

次年度以降の展開

取組全体の目的・概要：

必要に応じて参考となる
写真・地図・表・グラフなど

※複数可

取組の目的・概要、効果・特徴

取組の効果・特徴：



[復興庁事業] 様式1-3添付書類「ｂ」 〔心の復興/間接補助事業用〕

県又は市町村の長　殿

   年度「心の復興」事業について、以下のとおり事業計画を提出いたします。

【事業名】
30文字以内で記入してください。

【申請額】
税込金額を記入してください。

0 円（税込）

【対象地域】
都道府県、市町村、大字の順に記入してください（複数の地域にまたがっても構いません）。

（仮設住宅、災害公営住宅名での実施を想定している場合、具体の住宅名を記載して下さい。）

【法人又は団体名】
本事業の実施主体となる法人又は団体の名称を記入してください。

【交付団体名】

【法人又は団体の代表者役職・氏名】

【問合せ先（本件に関する窓口）】
問合せ先のご担当者様の氏名、所属法人又は団体名、役職、住所、電話番号、メールアドレスを記入してください。

ご担当者様の氏名

ご担当者様の所属法人又は団体名

ご担当者様の役職

郵便番号

住所

電話番号

メールアドレス

（ご担当者様の所属法人又は団体名を記入）

（ご担当者様の役職を記入）

（住所を記入）

（交付団体名を記入）

複数の構成団体が含まれる場合は、代表団体の代表者を記入してください（１団体で応募の場合は、その代表者を記入してくださ
い）。

複数の構成団体が含まれる場合や申請団体と事業費の交付団体が異なる場合は、交付を受ける団体の名前を記入してください（１
団体で応募の場合は記入不要です）。

〒（郵便番号を記入）

（法人又は団体名および代表者氏名を記入）

（電話番号を記入）

（メールアドレスを記入）

    年度　「心の復興」事業　被災者支援事業計画（表紙）

　XX年　XX月　XX日 

（事業名を記入）

（法人又は団体名を記入）

（法人又は団体の代表者役職・氏名を記入）

（対象地域を記入）

（ご担当者様の氏名を記入）



[復興庁事業] 様式1-3添付書類「ｂ」 〔心の復興/間接補助事業用〕

【１．事業名（再掲）】

【２．申請額（再掲）】

【３．対象地域（再掲）】

【４．法人又は団体名（再掲）】

【５．事業の目的・概要】
事業の目的と概要について、５行以内で簡潔に記入してください。

【６．取組内容の種類】
取組内容の種類を選択し、○を付けてください（複数選択可）。

【７．事業の効果・特徴】

【８．自治体や地域との連携】

【９．これまでの実績等】

  年度　「心の復興」事業　被災者支援事業計画（１－１）

新規　・　継続

　※継続事業の場合、従前の事業内容や財源、今回拡充したり、新たに展開したりする内容等についてご記入
ください

（法人又は団体名を記入）

本事業が新規事業か継続事業か、継続事業の場合は、従前の事業内容（今回と同じ場合は「同様の取組」と記載）や財源、今回拡充し
ている場合はその内容と拡充分に要する経費等についてご記入ください。

（事業名を記入）

0 円（税込）

（対象地域を記入）

　１．農業　　２．水産業　　３．伝統文化の継承活動・まちづくり等　　４．ものづくり等　　５．世代間交流
　６．震災の記憶の風化防止　　７．地域活性化の取組　　８．その他（　　　　　　　　　　）

事業の効果と特徴について、生きがいづくりとしての効果、費用対効果、活動頻度などを記入してください。

事業を実施するにあたり、自治体の合意を得られている場合など、自治体や地域との連携について調整した内容やその相手先や担当部
署名等を記入してください。



[復興庁事業] 様式1-3添付書類「ｂ」 〔心の復興/間接補助事業用〕

【10．参加見込人数、風化防止・地域活性化の波及効果】
（１）参加見込人数

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 0 人

上記①の人数のうち、特に孤立されている方の参加見込み人数及びその内訳をご記入ください。

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 0 人

（２）風化防止・地域活性化の波及効果（任意）　　※関連の取組を行う場合のみ記載ください

応急仮設住宅居住者

その他避難者

0

※自由記述

（被災地外への波及人数）

人

（被災地内外への波及効果）※自由記述

・地域活性化の効果

※定量的な効果の算定が可能であれば記述ください

0

事業を実施するにあたり、応急仮設住宅の居住者、災害公営住宅の居住者、周辺の地域住民の方等がそれぞれ何人程度参加することが
見込まれるかを、実人数（参加者１人が複数回参加しても１人として計算）及び延べ人数（参加者１人が複数回参加した場合は参加し
た回数を人数として計算）でご記入ください。

避難先住民

・△△△の取組による波及効果

その他（来訪者等）

（被災地内への波及人数）

人

②地域活性化の効果をご記述ください。（任意）

（被災地内への波及人数）

人

①全体の参加見込み人数

（実人数）          　／　           （延べ人数）

民間賃貸住宅（みなし仮設）居住者

災害公営住宅居住者（防集移転、自主再建者含む）

合計

（実人数）          　／　           （延べ人数）

特に孤立されている方の参加者

民間賃貸住宅（みなし仮設）居住者

○○○

地域住民

応急仮設住宅居住者

（被災地外への波及人数）

人

（被災地内外への波及効果）※自由記述

合計

災害公営住宅居住者

①震災の記憶の風化防止の取組については、被災地内外への発信効果等の取組による風化防止の効果をご記述ください。

②特に孤立されている方の参加見込み人数

・○○○の取組による波及効果



[復興庁事業] 様式1-3添付書類「ｂ」 〔心の復興/間接補助事業用〕

●今回の交付対象とする経費

《タイトル》

《取組内容》

《積算内訳》

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１）報酬費（パートタイム会計年度任用職員への報酬、団体理事・役員報酬など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（２）賃金（地方公務員法適用外の団体等の非常勤職員賃金など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（３）給料（フルタイム会計年度任用職員への給料など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（４）職員手当等（会計年度任用職員に係る諸手当など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（５）共済費（社会保険料など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

（６）報償費（講師謝金・ボランティア謝金など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 回 =  円 1回あたり●時間

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

（７）旅費（普通旅費、有識者旅費、宿泊費など）  円
↓単価（税込） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（８）需用費（消耗品費、燃料費、印刷製本費など）  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（９）役務費（通信運搬費、広告料、手数料、保険料（非課税）など）  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量①

↓数量②

↓名称

↓名称

↓名称

↓数量①

↓数量②

↓数量②

↓名称

↓数量②↓名称 ↓数量①

0 円（税込）

↓数量①

取組①

↓数量②

↓数量①

↓数量②

↓数量②↓名称 ↓数量①

↓名称 ↓数量①

↓名称 ↓数量① ↓数量②



[復興庁事業] 様式1-3添付書類「ｂ」 〔心の復興/間接補助事業用〕

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１０）助成金  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 × =  円

 円 × 0 人 × 0 日 × =  円

 円 × 0 人 × 0 日 × =  円

（１１）委託料（取組のうち、業務委託を行う範囲）※内訳の分かる見積書を添付すること  円
↓備考（使用目的・根拠等）

× =  円

× =  円

× =  円

（１２）工事費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 回 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × =  円

（１３）使用料  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１４）賃借料  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１５）備品購入費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

↓名称 ↓数量① ↓数量②

1式

1式

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓数量②

↓数量②

↓委託内容

1式

↓名称 ↓数量（人） ↓数量（日）

↓数量①↓名称

↓名称 ↓数量①



[復興庁事業] 様式1-3添付書類「ｂ」 〔心の復興/間接補助事業用〕

《参加見込人数》
（１）参加見込人数

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 0 人

上記①の人数のうち、特に孤立されている方の参加見込み人数及びその内訳をご記入ください。

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 0 人

特に孤立されている方の参加者

0

0

②特に孤立されている方の参加見込み人数

合計

①全体の参加見込み人数
事業を実施するにあたり、応急仮設住宅の居住者、災害公営住宅の居住者、周辺の地域住民の方等がそれぞれ何人程度参加することが
見込まれるかを、実人数（参加者１人が複数回参加しても１人として計算）及び延べ人数（参加者１人が複数回参加した場合は参加し
た回数を人数として計算）でご記入ください。

応急仮設住宅居住者

地域住民

（実人数）          　／　           （延べ人数）

合計

（実人数）          　／　           （延べ人数）

民間賃貸住宅（みなし仮設）居住者

その他避難者

応急仮設住宅居住者

○○○

避難先住民

民間賃貸住宅（みなし仮設）居住者

その他（来訪者等）

災害公営住宅居住者（防集移転、自主再建者含む）

災害公営住宅居住者



[復興庁事業] 様式1-3添付書類「ｂ」 〔心の復興/間接補助事業用〕

《タイトル》

《取組内容》

《積算内訳》

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１）報酬費（パートタイム会計年度任用職員への報酬、団体理事・役員報酬など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（２）賃金（地方公務員法適用外の団体等の非常勤職員賃金など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（３）給料（フルタイム会計年度任用職員への給料など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（４）職員手当等（会計年度任用職員に係る諸手当など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（５）共済費（社会保険料など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

（６）報償費（講師謝金・ボランティア謝金など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 回 =  円 1回あたり●時間

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

（７）旅費（普通旅費、有識者旅費、宿泊費など）  円
↓単価（税込） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（８）需用費（消耗品費、燃料費、印刷製本費など）  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（９）役務費（通信運搬費、広告料、手数料、保険料（非課税）など）  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量①

↓数量②

↓数量②

取組②

↓名称

↓数量①

↓名称

↓数量①

↓名称

↓数量①

↓名称

↓名称 ↓数量①

↓名称

↓数量②

0 円（税込）

↓数量① ↓数量②

↓数量①

↓数量②

↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓数量②



[復興庁事業] 様式1-3添付書類「ｂ」 〔心の復興/間接補助事業用〕

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１０）助成金  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 × =  円

 円 × 0 人 × 0 日 × =  円

 円 × 0 人 × 0 日 × =  円

（１１）委託料（取組のうち、業務委託を行う範囲）※内訳の分かる見積書を添付すること  円
↓備考（使用目的・根拠等）

× =  円

× =  円

× =  円

（１２）工事費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 回 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × =  円

（１３）使用料  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１４）賃借料  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１５）備品購入費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

↓名称 ↓数量① ↓数量②

1式

1式

1式

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称

↓数量②

↓数量（日）

↓名称

↓名称 ↓数量（人）

↓数量①

↓数量① ↓数量②

↓委託内容



[復興庁事業] 様式1-3添付書類「ｂ」 〔心の復興/間接補助事業用〕

《参加見込人数》

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 0 人

上記①の人数のうち、特に孤立されている方の参加見込み人数及びその内訳をご記入ください。

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 0 人0

0

（実人数）          　／　           （延べ人数）

②特に孤立されている方の参加見込み人数

避難先住民

地域住民

①全体の参加見込み人数
事業を実施するにあたり、応急仮設住宅の居住者、災害公営住宅の居住者、周辺の地域住民の方等がそれぞれ何人程度参加することが
見込まれるかを、実人数（参加者１人が複数回参加しても１人として計算）及び延べ人数（参加者１人が複数回参加した場合は参加し
た回数を人数として計算）でご記入ください。

（実人数）          　／　           （延べ人数）

応急仮設住宅居住者

合計

その他（来訪者等）

災害公営住宅居住者

○○○

民間賃貸住宅（みなし仮設）居住者

応急仮設住宅居住者

民間賃貸住宅（みなし仮設）居住者

合計

災害公営住宅居住者

その他避難者

特に孤立されている方の参加者



[復興庁事業] 様式1-3添付書類「ｂ」 〔心の復興/間接補助事業用〕

●今回の交付対象としない経費

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓調達方法等

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

●収入分の見込み（生産物の販売などを行う場合）
本事業を通じた生産物の販売などによる収入がある場合、交付額から差し引く可能性があるため、その見込み額および内訳を記載して
ください。

0 円（税込）
（内訳）

取組○、名称

自助努力や既存資源を活用して対応する、他の手法により資金調達を行う、等の金額があれば、その調達方法等と合わせてご記入くだ
さい（交付対象とする経費と合わせれば、事業全体の金額となるよう、記入してください）。

取組○、名称

取組○、名称

0 円（税込）

↓数量①↓経費名称 ↓数量②



[復興庁事業] 様式1-3添付書類「ｂ」 〔心の復興/間接補助事業用〕

取組① 取組②
取組のスケジュール

  年度　「心の復興」事業　被災者支援事業計画（１－２）

４月

５月

６月

12月

１月

２月

３月

７月

８月

９月

10月

11月

実施

【実施地域】
●●●
【実施期間】
●●●
【実施内容】
●●●
【実施回数】
●●●

仮設住宅入居者等が参加す
る検討会等、イベント実施

の準備段階の取組

イベントの実施①
【実施地域】
●●●
【実施期間】
●●●

実施に向けた準備作業

○評価

○今後の課題整理

仮設住宅入居者等が参加す
る検討会等、イベント実施

の準備段階の取組

イベントの実施②
【実施地域】
●●●
【実施期間】
●●●



[復興庁事業] 様式1-3添付書類「ｂ」 〔心の復興/間接補助事業用〕

【法人又は団体の概要】
※行が足りない場合には、適宜追加して下さい。

記入欄

法人又は団体名（再掲） （法人又は団体名を記入）

代表団体名（再掲） （交付団体名を記入）

法人又は団体の代表者役職・氏名（再掲）（法人又は団体の代表者役職・氏名を記入）

構成団体名①

構成団体名②

構成団体名③

【問合せ先（本件に関する窓口）（再掲）】

ご担当者様の氏名 （ご担当者様の氏名を記入）

ご担当者様の所属法人又は団体名 （ご担当者様の所属法人又は団体名を記入）

ご担当者様役職 （ご担当者様の役職を記入）

住所 （住所を記入）

電話番号 （電話番号を記入）

メールアドレス （メールアドレスを記入）

【実施体制図】
以下の記載例にならい、関係者の役割分担が分かるように記載して下さい。

※複数の構成団体が含まれる場合には代表団体と構成団体がわかるように記載して下さい。

（印刷等の軽微な業務委託を実施体制図に含める必要はありません。）

   年度　「心の復興」事業　被災者支援事業計画（３）

【協力団体】

【法人又は団体（実施主体）】

＜代表団体＞
構成団体名①

・事務局（自治体との調
整や企画の実施管理）

協力団体名
・資材の提供等の協力

構成団体名②
・企画立案、実施

構成団体名③
・ＨＰ担当



年度 「心の復興」事業

取組内容

【取組②「事業名■■■■」、実施主体■■■■】

～NPO法人○○、一般社団法人○○、○○協会～（○○県○○市）

○○プロジェクト 様式１－３添付書類b 〔心の復興〕
年度「心の復興」事業 被災者支援事業計画（２）

○・・・・・
○・・・・・・・・・・・・・・・・

【取組①「事業名■■■■」、実施主体■■■■】

（例）第１回 （いつ、どの場所で、実施予定）
第２回 （いつ、どの場所で、実施予定）

（例）アンケート調査をいつ、どこで、誰を対象として実施予定

必要に応じて参考となる
写真・地図・表・グラフなど

※複数可

次年度以降の展開

取組全体の目的・概要：

必要に応じて参考となる
写真・地図・表・グラフなど

※複数可

取組の目的・概要、効果・特徴

取組の効果・特徴：



[復興庁事業] 様式1-3添付書類「ｂ」 〔心の復興〕[団体用]

内閣総理大臣　殿

印

  年度「心の復興」事業について、以下のとおり事業計画を提出いたします。

【事業名】
30文字以内で記入してください。

【申請額】
税込金額を記入してください。

0 円（税込）

【対象地域】
都道府県、市町村、大字の順に記入してください（複数の地域にまたがっても構いません）。

（仮設住宅、災害公営住宅名での実施を想定している場合、具体の住宅名を記載して下さい。）

【法人又は団体名】
本事業の実施主体となる法人又は団体の名称を記入してください。

【交付団体名】

【法人又は団体の代表者役職・氏名】

【問合せ先（本件に関する窓口）】
問合せ先のご担当者様の氏名、所属法人又は団体名、役職、住所、電話番号、メールアドレスを記入してください。

ご担当者様の氏名

ご担当者様の所属法人又は団体名

ご担当者様の役職

郵便番号

住所

電話番号

メールアドレス

（電話番号を記入）

（メールアドレスを記入）

    年度　「心の復興」事業　被災者支援事業計画（表紙）

　XX年　XX月　XX日 

（法人又は団体名および代表者氏名を記入）

（事業名を記入）

（法人又は団体名を記入）

（法人又は団体の代表者役職・氏名を記入）

（対象地域を記入）

（ご担当者様の氏名を記入）

（ご担当者様の所属法人又は団体名を記入）

（ご担当者様の役職を記入）

（住所を記入）

（交付団体名を記入）

複数の構成団体が含まれる場合は、代表団体の代表者を記入してください（１団体で応募の場合は、その代表者を記入してくださ
い）。

複数の構成団体が含まれる場合や申請団体と事業費の交付団体が異なる場合は、交付を受ける団体の名前を記入してください（１
団体で応募の場合は記入不要です）。

〒（郵便番号を記入）



[復興庁事業] 様式1-3添付書類「ｂ」 〔心の復興〕[団体用]

【１．事業名（再掲）】

【２．申請額（再掲）】

【３．対象地域（再掲）】

【４．法人又は団体名（再掲）】

【５．事業の目的・概要】
事業の目的と概要について、５行以内で簡潔に記入してください。

【６．取組内容の種類】
取組内容の種類を選択し、○を付けてください（複数選択可）。

【７．事業の効果・特徴】

【８．自治体や地域との連携】

【９．これまでの実績等】

（対象地域を記入）

　１．農業　　２．水産業　　３．伝統文化の継承活動・まちづくり等　　４．ものづくり等　　５．世代間交流
　６．震災の記憶の風化防止　　７．地域活性化の取組　　８．その他（　　　　　　　　　　）

事業の効果と特徴について、生きがいづくりとしての効果、費用対効果、活動頻度などを記入してください。

復興庁で自治体との連携状況を確認するため、事業を実施するにあたり、自治体の合意を得られている場合など、自治体との連携につ
いて調整した内容やその相手先や担当部署名、連絡先等を記入してください。（必要に応じて提案団体の情報を自治体に共有する場合
があります。）

本事業が新規事業か継続事業か、継続事業の場合は、従前の事業内容（今回と同じ場合は「同様の取組」と記載）や財源、今回拡充し
ている場合はその内容と拡充分に要する経費等についてご記入ください。

※継続事業の場合、従前の事業内容や財源、今回拡充したり、新たに展開したりする内容等についてご記入く
ださい。また、これまでにアンケート調査等で把握された、定量的な成果（例：農業体験のイベント参加者の
うち、イベント終了後も自主的に農業活動に取り組んでいる者の数や、農業体験を指導するようになった者の
数など）をご記入ください。定量的な成果が困難な場合は、定性的な成果をご記入ください。

新規　・　継続

  年度　「心の復興」事業　被災者支援事業計画（１－１）

（事業名を記入）

0 円（税込）

（法人又は団体名を記入）



[復興庁事業] 様式1-3添付書類「ｂ」 〔心の復興〕[団体用]

【10．成果指標】
（１）参加見込人数

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 0 人

上記①の人数のうち、特に孤立されている方の参加見込み人数及びその内訳をご記入ください。

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 0 人

（２）事業の企画・運営に携わる被災者数

人 ／ 人

（３）その他の具体的な成果指標

（４）風化防止・地域活性化の波及効果（任意）　　※関連の取組を行う場合のみ記載ください

（実人数）          　／　           （延べ人数）

○○○

※自由記述

事業の企画・運営に携わる被災者数を、実人数（被災者１人が複数回携わったしても１人として計算）及び延べ人数（被災者１人が複
数回携わった場合は参加した回数を人数として計算）でご記入ください。

（実人数）          　／　           （延べ人数）

その他、当事業の具体的な成果指標となるものを記載して下さい。

※アンケート調査等で把握される定量的な成果指標（例：農業体験のイベント参加者のうち、イベント終了後も自主的に農業活動に取
り組んでいる者の数や、農業体験を指導するようになった者の数など）をご記入ください。定量的な成果が困難な場合は、定性的な成
果をご記入ください。

その他（来訪者等）

避難先住民

（被災地内への波及人数）

人

災害公営住宅居住者

①震災の記憶の風化防止の取組については、被災地内外への発信効果等の取組による風化防止の効果をご記述ください。

（被災地外への波及人数）

人

応急仮設住宅居住者

民間賃貸住宅（みなし仮設）居住者

・地域活性化の効果

※定量的な効果の算定が可能であれば記述ください

・△△△の取組による波及効果

事業を実施するにあたり、応急仮設住宅の居住者、災害公営住宅の居住者、周辺の地域住民の方等がそれぞれ何人程度参加することが
見込まれるかを、実人数（参加者１人が複数回参加しても１人として計算）及び延べ人数（参加者１人が複数回参加した場合は参加し
た回数を人数として計算）でご記入ください。

その他避難者

（実人数）          　／　           （延べ人数）

①全体の参加見込み人数

応急仮設住宅居住者

特に孤立されている方の参加者

民間賃貸住宅（みなし仮設）居住者

②特に孤立されている方の参加見込み人数

地域住民

0

災害公営住宅居住者

合計

（被災地内外への波及効果）※自由記述

事業の企画・運営に携わる被災者数

（被災地外への波及人数）

人

（被災地内外への波及効果）※自由記述

②地域活性化の効果をご記述ください。（任意）

（被災地内への波及人数）

人

合計 0

・○○○の取組による波及効果



[復興庁事業] 様式1-3添付書類「ｂ」 〔心の復興〕[団体用]

【11．今後の見通し】
次年度以降の取組について
次年度以降の取組に関して、事業の実施期間、取組内容、実施期間中の各年度の予算額、財源などを具体的に記入してください。

＜実施期間＞
　（例）令和３年度～令和●年度

＜取組内容＞
　（例）いつ、どの場所で、実施予定
　　　　※令和２年度以前の取組からの変更点についても記入

＜実施期間中の各年度の予算額、財源＞
  （例）
   令和３年度　予算額：●,●●●千円
　　　　　　　　　　財源：（例）復興庁「心の復興」事業  ●,●●●千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　●●県の補助事業        ●,●●●千円
                                  自己収入                    ●,●●●千円

　 令和４年度　予算額：●,●●●千円
　　　　　　　　　　財源：（例）復興庁「心の復興」事業  ●,●●●千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　●●県の補助事業        ●,●●●千円
                                  自己収入                    ●,●●●千円
　　　　　　　　　　　　　　　　・
　　　　　　　　　　　　　　　　・
　　　　　　　　　　　　　　　　・
　　　　　　　　　　　　　　　　・
　 令和●年度　予算額：●,●●●千円
　　　　　　　　　　財源：（例）復興庁「心の復興」事業  ●,●●●千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　●●県の補助事業        ●,●●●千円
                                  自己収入                    ●,●●●千円



[復興庁事業] 様式1-3添付書類「ｂ」 〔心の復興〕[団体用]

●今回の交付対象とする経費

《タイトル》

《取組内容》

《積算内訳》

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１）報酬費（パートタイム会計年度任用職員への報酬、団体理事・役員報酬など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（２）賃金（地方公務員法適用外の団体等の非常勤職員賃金など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（３）給料（フルタイム会計年度任用職員への給料など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（４）職員手当等（会計年度任用職員に係る諸手当など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（５）共済費（社会保険料など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

（６）報償費（講師謝金・ボランティア謝金など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 回 =  円 1回あたり●時間

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

（７）旅費（普通旅費、有識者旅費、宿泊費など）  円
↓単価（税込） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（８）需用費（消耗品費、燃料費、印刷製本費など）  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（９）役務費（通信運搬費、広告料、手数料、保険料（非課税）など）  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

↓数量① ↓数量②

↓名称

取組①

↓名称

↓数量① ↓数量②↓名称

↓名称

0 円（税込）

↓数量②

↓数量①

↓数量①

↓数量②

↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称



[復興庁事業] 様式1-3添付書類「ｂ」 〔心の復興〕[団体用]

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１０）助成金  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 × =  円

 円 × 0 人 × 0 日 × =  円

 円 × 0 人 × 0 日 × =  円

（１１）委託料（取組のうち、業務委託を行う範囲）※内訳の分かる見積書を添付すること  円
↓備考（使用目的・根拠等）

× =  円

× =  円

× =  円

（１２）工事費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 回 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × =  円

（１３）使用料  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１４）賃借料  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１５）備品購入費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓数量① ↓数量②↓名称

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓委託内容

↓名称 ↓数量①

↓名称 ↓数量（人）

1式

↓数量（日）

1式

1式

↓数量②



[復興庁事業] 様式1-3添付書類「ｂ」 〔心の復興〕[団体用]

《参加見込人数》
（１）参加見込人数

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 0 人

上記①の人数のうち、特に孤立されている方の参加見込み人数及びその内訳をご記入ください。

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 0 人

②特に孤立されている方の参加見込み人数

民間賃貸住宅（みなし仮設）居住者

①全体の参加見込み人数

（実人数）          　／　           （延べ人数）

特に孤立されている方の参加者

合計

応急仮設住宅居住者

民間賃貸住宅（みなし仮設）居住者

その他避難者

災害公営住宅居住者（防集移転、自主再建者含む）

応急仮設住宅居住者

避難先住民

災害公営住宅居住者

その他（来訪者等）

地域住民

0合計

（実人数）          　／　           （延べ人数）

事業を実施するにあたり、応急仮設住宅の居住者、災害公営住宅の居住者、周辺の地域住民の方等がそれぞれ何人程度参加することが
見込まれるかを、実人数（参加者１人が複数回参加しても１人として計算）及び延べ人数（参加者１人が複数回参加した場合は参加し
た回数を人数として計算）でご記入ください。

○○○

0



[復興庁事業] 様式1-3添付書類「ｂ」 〔心の復興〕[団体用]

《タイトル》

《取組内容》

《積算内訳》

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１）報酬費（パートタイム会計年度任用職員への報酬、団体理事・役員報酬など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（２）賃金（地方公務員法適用外の団体等の非常勤職員賃金など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（３）給料（フルタイム会計年度任用職員への給料など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（４）職員手当等（会計年度任用職員に係る諸手当など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（５）共済費（社会保険料など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

（６）報償費（講師謝金・ボランティア謝金など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 回 =  円 1回あたり●時間

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

（７）旅費（普通旅費、有識者旅費、宿泊費など）  円
↓単価（税込） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（８）需用費（消耗品費、燃料費、印刷製本費など）  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（９）役務費（通信運搬費、広告料、手数料、保険料（非課税）など）  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

↓名称 ↓数量①

↓名称 ↓数量①

↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓数量① ↓数量②

0 円（税込）

↓名称

↓数量②

↓名称

取組②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称



[復興庁事業] 様式1-3添付書類「ｂ」 〔心の復興〕[団体用]

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１０）助成金  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 × =  円

 円 × 0 人 × 0 日 × =  円

 円 × 0 人 × 0 日 × =  円

（１１）委託料（取組のうち、業務委託を行う範囲）※内訳の分かる見積書を添付すること  円
↓備考（使用目的・根拠等）

× =  円

× =  円

× =  円

（１２）工事費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 回 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × =  円

（１３）使用料  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１４）賃借料  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１５）備品購入費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

↓数量（人） ↓数量（日）

↓数量①

↓数量①↓名称

↓名称 ↓数量②

↓数量②

↓名称

↓委託内容

1式

↓数量① ↓数量②

1式

1式

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称



[復興庁事業] 様式1-3添付書類「ｂ」 〔心の復興〕[団体用]

《参加見込人数》

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 0 人

上記①の人数のうち、特に孤立されている方の参加見込み人数及びその内訳をご記入ください。

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 人

人 ／ 0 人

○○○

合計

災害公営住宅居住者

0

応急仮設住宅居住者

民間賃貸住宅（みなし仮設）居住者

特に孤立されている方の参加者

0

②特に孤立されている方の参加見込み人数

（実人数）          　／　           （延べ人数）

地域住民

その他（来訪者）

その他避難者

（実人数）          　／　           （延べ人数）

応急仮設住宅居住者

民間賃貸住宅（みなし仮設）居住者

災害公営住宅居住者（防集移転、自主再建者含む）

①全体の参加見込み人数
事業を実施するにあたり、応急仮設住宅の居住者、災害公営住宅の居住者、周辺の地域住民の方等がそれぞれ何人程度参加することが
見込まれるかを、実人数（参加者１人が複数回参加しても１人として計算）及び延べ人数（参加者１人が複数回参加した場合は参加し
た回数を人数として計算）でご記入ください。

合計

避難先住民



[復興庁事業] 様式1-3添付書類「ｂ」 〔心の復興〕[団体用]

●今回の交付対象としない経費

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓調達方法等

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

●収入分の見込み（生産物の販売などを行う場合）

↓経費名称 ↓数量①

取組○、名称

0 円（税込）

取組○、名称

↓数量②

本事業を通じた生産物の販売などによる収入がある場合、交付額から差し引く可能性があるため、その見込み額および内訳を記載して
ください。

0 円（税込）
（内訳）

取組○、名称

自助努力や既存資源を活用して対応する、他の手法により資金調達を行う、等の金額があれば、その調達方法等と合わせてご記入くだ
さい（交付対象とする経費と合わせれば、事業全体の金額となるよう、記入してください）。



[復興庁事業] 様式1-3添付書類「ｂ」 〔心の復興〕[団体用]

取組① 取組②

２月

３月

７月

８月

９月

10月

11月

取組のスケジュール

  年度　「心の復興」事業　被災者支援事業計画（１－２）

５月

６月

12月

１月

４月

実施

【実施地域】
●●●
【実施期間】
●●●
【実施内容】
●●●
【実施回数】
●●●

仮設住宅入居者等が参加す
る検討会等、イベント実施

の準備段階の取組

イベントの実施①
【実施地域】
●●●
【実施期間】
●●●

実施に向けた準備作業

○評価

○今後の課題整理

仮設住宅入居者等が参加す
る検討会等、イベント実施

の準備段階の取組

イベントの実施②
【実施地域】
●●●
【実施期間】
●●●



[復興庁事業] 様式1-3添付書類「ｂ」 〔心の復興〕[団体用]

【法人又は団体の概要】
※行が足りない場合には、適宜追加して下さい。

記入欄

法人又は団体名（再掲） （法人又は団体名を記入）

代表団体名（再掲） （交付団体名を記入）

法人又は団体の代表者役職・氏名（再掲）（法人又は団体の代表者役職・氏名を記入）

構成団体名①

構成団体名②

構成団体名③

【問合せ先（本件に関する窓口）（再掲）】

ご担当者様の氏名 （ご担当者様の氏名を記入）

ご担当者様の所属法人又は団体名 （ご担当者様の所属法人又は団体名を記入）

ご担当者様役職 （ご担当者様の役職を記入）

住所 （住所を記入）

電話番号 （電話番号を記入）

メールアドレス （メールアドレスを記入）

【実施体制図】
以下の記載例にならい、関係者の役割分担が分かるように記載して下さい。

※複数の構成団体が含まれる場合には代表団体と構成団体がわかるように記載して下さい。

（印刷等の軽微な業務委託を実施体制図に含める必要はありません。）

   年度　「心の復興」事業　被災者支援事業計画（３）

【協力団体】

【法人又は団体（実施主体）】

＜代表団体＞
構成団体名①

・事務局（自治体との調
整や企画の実施管理）

協力団体名
・資材の提供等の協力

構成団体名②
・企画立案、実施

構成団体名③
・ＨＰ担当



年度の取組内容

【取組②「事業名■■■■」、実施主体■■■■】

～NPO法人○○、一般社団法人○○、○○協会～（○○県○○市）

○○プロジェクト 様式１－３添付書類b[心の復興]（団体用）
年度「心の復興」事業 被災者支援事業計画（２）

【取組①「事業名■■■■」、実施主体■■■■】

（例）第１回 （いつ、どの場所で、実施予定）
第２回 （いつ、どの場所で、実施予定）

（例）アンケート調査をいつ、どこで、誰を対象として実施予定

必要に応じて参考となる
写真・地図・表・グラフなど

※複数可

取組全体の目的・概要：
（例）
●●を目的とし、●●を対象として、●●に取り組む。（２００字以内）

必要に応じて参考となる
写真・地図・表・グラフなど

※複数可

年度の取組の目的・概要、効果・特徴、成果指標

取組の効果・特徴：
※生きがいづくりとしての効果、費用対効果、活動頻度などを記入

成果指標：
※アンケート調査等で把握されるような定量的な成果指標（例：農業体験のイベント参加者のうち、イベント終了後も自主的に農業活動に取り組んでいる者の数や、
農業体験を指導するようになった者の数など）を記入。定量的な成果指標の記入が困難な場合は、定性的な成果指標を記入。



～NPO法人○○、一般社団法人○○、○○協会～（○○県○○市）

○○プロジェクト 様式１－３添付書類b[心の復興]（団体用）
年度「心の復興」事業 被災者支援事業計画（２）

＜実施期間＞
（例）令和３年度～令和●年度

＜取組内容＞
（例）いつ、どの場所で、実施予定

※令和２年度以前の取組からの変更点についても記入

＜実施期間中の各年度の予算額、財源＞
（例）

令和３年度 令和４年度 ……… 令和●年度

予算額 ●,●●●千円 ●,●●●千円 ●,●●●千円

財源 （例）
復興庁「心の復興」事業
●,●●●千円

●●県の補助事業
●,●●●千円

自己収入
●,●●●千円

（例）
復興庁「心の復興」事業
●,●●●千円

●●県の補助事業
●,●●●千円

自己収入
●,●●●千円

（例）
復興庁「心の復興」事業
●,●●●千円

●●県の補助事業
●,●●●千円

自己収入
●,●●●千円

次年度以降の取組について

これまでにアンケート調査等で把握された、定量的な成果（例：農業体験のイベント参加者のうち、イベント終了後も自主的
に農業活動に取り組んでいる者の数や、農業体験を指導するようになった者の数など）を記入し、これが困難な場合は、
定性的な成果を記入。

これまでの成果（※継続事業の場合は記入）



[復興庁事業] 様式１－３ 添付書類「ｃ」[被災者支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ事業][団体用]

内閣総理大臣　殿

   年度 被災者支援コーディネート事業について、以下のとおり事業計画を提出いたします。

【事業名】
30文字以内で記入してください。

【申請額】
税込金額を記入してください。

0 円（税込）

【対象地域】
都道府県、市町村、大字の順に記入してください（複数の地域にまたがっても構いません）。

（仮設住宅、災害公営住宅名での実施を想定している場合、具体の住宅名を記載して下さい。）

【法人又は団体名】
本事業の実施主体となる法人又は団体の名称を記入してください。

【代表団体名】

【法人又は団体の代表者役職・氏名】

【問合せ先（本件に関する窓口）】
問合せ先のご担当者様の氏名、所属法人又は団体名、役職、住所、電話番号、メールアドレスを記入してください。

ご担当者様の氏名

ご担当者様の所属法人又は団体名

ご担当者様の役職

郵便番号

住所

電話番号

メールアドレス

（ご担当者様の所属法人又は団体名を記入）

（ご担当者様の役職を記入）

（住所を記入）

（代表団体名を記入）

複数の構成団体が含まれる場合は、代表団体の代表者を記入してください（１団体で応募の場合は、その代表者を記入してくださ
い）。

複数の構成団体が含まれる場合は、代表団体の名前を記入してください（１団体で応募の場合は記入不要です）。

〒（郵便番号を記入）

（法人又は団体名および代表者氏名を記入）

（電話番号を記入）

（メールアドレスを記入）

  年度　被災者支援コーディネート事業　被災者支援事業計画（表紙）

　XX年　XX月　XX日 

（事業名を記入）

（法人又は団体名を記入）

（法人又は団体の代表者役職・氏名を記入）

（対象地域を記入）

（ご担当者様の氏名を記入）



[復興庁事業] 様式１－３ 添付書類「ｃ」[被災者支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ事業][団体用]

【１．事業名（再掲）】

【２．申請額（再掲）】

【３．対象地域（再掲）】

【４．法人又は団体名（再掲）】

【５．事業の目的・概要】
事業の目的と内容について、記入してください。事業内容については、取組の柱ごとに記載して下さい。

【６．事業の効果・特徴】

【７．自治体や地域との連携】

【８．企業等との連携】

【９．今後の見通し】
次年度以降の取組について

事業の効果と特徴について、各地域での支援体制の充実、被災者支援等の人材確保、企業の社会貢献活動とのマッチング等に関し、見込まれ
る効果等を記入してください。

次年度以降の取組の方向性（事業内容の見直しや、自治体・地域との連携による取組の継続など）について、その内容、検討状況、調整状況などを具体的
に記入してください。

   年度　被災者支援コーディネート事業　被災者支援事業計画（１－１）

事業を実施するにあたり、関係自治体や、各地域の支援団体等との連携について、どのように確保していくのか等を記入してください。

（法人又は団体名を記入）

事業を実施するにあたり、被災地内外の企業や団体との連携について、どのように確保していくのか等を記入してください。

（事業名を記入）

0 円（税込）

（対象地域を記入）



[復興庁事業] 様式１－３ 添付書類「ｃ」[被災者支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ事業][団体用]

●今回の交付対象とする経費

《タイトル》

《取組内容》

《積算内訳》

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１）報酬費（パートタイム会計年度任用職員への報酬、団体理事・役員報酬など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（２）賃金（地方公務員法適用外の団体等の非常勤職員賃金など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（３）給料（フルタイム会計年度任用職員への給料など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（４）職員手当等（会計年度任用職員に係る諸手当など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（５）共済費（社会保険料など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

（６）報償費（講師謝金・ボランティア謝金など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 回 =  円 1回あたり●時間

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

（７）旅費（普通旅費、有識者旅費、宿泊費など）  円
↓単価（税込） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（８）需用費（消耗品費、燃料費、印刷製本費など）  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（９）役務費（通信運搬費、広告料、手数料、保険料（非課税）など）  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

0 円（税込）

↓名称

↓名称

取組①

↓名称

↓数量①

↓数量①

↓数量①

↓数量②

↓数量②

↓名称

↓数量②

↓数量②

↓名称 ↓数量①

↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②



[復興庁事業] 様式１－３ 添付書類「ｃ」[被災者支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ事業][団体用]

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１０）助成金  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 × =  円

 円 × 0 人 × 0 日 × =  円

 円 × 0 人 × 0 日 × =  円

（１１）委託料（取組のうち、業務委託を行う範囲）※内訳の分かる見積書を添付すること  円
↓備考（使用目的・根拠等）

× =  円

× =  円

× =  円

（１２）工事費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 回 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × =  円

（１３）使用料  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１４）賃借料  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１５）備品購入費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

↓数量②

1式

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

1式

1式

↓委託内容

↓名称 ↓数量（人） ↓数量（日）

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量①



[復興庁事業] 様式１－３ 添付書類「ｃ」[被災者支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ事業][団体用]

《タイトル》

《取組内容》

《積算内訳》

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１）報酬費（パートタイム会計年度任用職員への報酬、団体理事・役員報酬など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（２）賃金（地方公務員法適用外の団体等の非常勤職員賃金など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（３）給料（フルタイム会計年度任用職員への給料など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（４）職員手当等（会計年度任用職員に係る諸手当など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（５）共済費（社会保険料など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

（６）報償費（講師謝金・ボランティア謝金など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 回 =  円 1回あたり●時間

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

（７）旅費（普通旅費、有識者旅費、宿泊費など）  円
↓単価（税込） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（８）需用費（消耗品費、燃料費、印刷製本費など）  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（９）役務費（通信運搬費、広告料、手数料、保険料（非課税）など）  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量②

↓数量① ↓数量②↓名称

↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量①

↓名称

↓数量①

0 円（税込）

取組②

↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量①



[復興庁事業] 様式１－３ 添付書類「ｃ」[被災者支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ事業][団体用]

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１０）助成金  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 × =  円

 円 × 0 人 × 0 日 × =  円

 円 × 0 人 × 0 日 × =  円

（１１）委託料（取組のうち、業務委託を行う範囲）※内訳の分かる見積書を添付すること  円
↓備考（使用目的・根拠等）

× =  円

× =  円

× =  円

（１２）工事費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 回 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × =  円

（１３）使用料  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１４）賃借料  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１５）備品購入費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

↓名称 ↓数量① ↓数量②

1式

1式

1式

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量（人） ↓数量（日）

↓数量① ↓数量②

↓委託内容

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称



[復興庁事業] 様式１－３ 添付書類「ｃ」[被災者支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ事業][団体用]

●今回の交付対象としない経費

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓支援対象としない理由

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

取組○、名称

取組○、名称

0 円（税込）

↓経費名称 ↓数量① ↓数量②

取組○、名称

自助努力や既存資源を活用して対応する、他の手法により資金調達を行う、等の金額があれば、記入してください（交付対象とする経費と合
わせれば、事業全体の金額となるよう、記入してください）。



[復興庁事業] 様式１－３ 添付書類「ｃ」[被災者支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ事業][団体用]

取組① 取組②
取組のスケジュール

 　年度　被災者支援コーディネート事業　被災者支援事業計画（１－２）

４月

５月

６月

12月

１月

２月

３月

７月

８月

９月

10月

11月

実施

【実施地域】
●●●
【実施期間】
●●●
【実施内容】
●●●

実施①

【実施地域】

●●●

【実施期間】

●●●

実施②
【実施地域】
●●●
【実施期間】
●●●

実施に向けた準備作業

○評価

○今後の課題整理

準備段階の取組

実施③
【実施地域】
●●●
【実施期間】
●●●



[復興庁事業] 様式１－３ 添付書類「ｃ」[被災者支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ事業][団体用]

【法人又は団体の概要】
※行が足りない場合には、適宜追加して下さい。

記入欄

法人又は団体名（再掲） （法人又は団体名を記入）

代表団体名（再掲） （代表団体名を記入）

法人又は団体の代表者役職・氏名（再掲）（法人又は団体の代表者役職・氏名を記入）

構成団体名①

構成団体名②

構成団体名③

【問合せ先（本件に関する窓口）（再掲）】

ご担当者様の氏名 （ご担当者様の氏名を記入）

ご担当者様の所属法人又は団体名 （ご担当者様の所属法人又は団体名を記入）

ご担当者様役職 （ご担当者様の役職を記入）

住所 （住所を記入）

電話番号 （電話番号を記入）

メールアドレス （メールアドレスを記入）

【実施体制図】
以下の記載例にならい、関係者の役割分担が分かるように記載して下さい。

※複数の構成団体が含まれる場合には代表団体と構成団体がわかるように記載して下さい。

（印刷等の軽微な業務委託を実施体制図に含める必要はありません。）

 　年度　被災者支援コーディネート事業　被災者支援事業計画（３）

【協力団体】

【法人又は団体（実施主体）】

＜代表団体＞
構成団体名①

・事務局（自治体との調
整や企画の実施管理）

協力団体名
・資材の提供等の協力

構成団体名②
・企画立案、実施

構成団体名③
・ＨＰ担当



年度 被災者支援コーディネート事業

取組内容

【取組②「事業名■■■■」、実施主体■■■■】

～NPO法人○○、一般社団法人○○、○○協会～

○○プロジェクト 様式１－３ 添付書類c[被災者支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ事業](団体用)
年度被災者支援コーディネート事業

被災者支援事業計画（２）

○・・・・・
○・・・・・・・・・・・・・・・・

【取組①「事業名■■■■」、実施主体■■■■】

（例）第１回 （いつ、どの場所で、実施予定）
第２回 （いつ、どの場所で、実施予定）

（例）アンケート調査をいつ、どこで、誰を対象として実施予定

必要に応じて参考となる
写真・地図・表・グラフなど

※複数可

次年度以降の展開

取組全体の目的・概要：

必要に応じて参考となる
写真・地図・表・グラフなど

※複数可

取組の目的・概要、効果・特徴

取組の効果・特徴：



[復興庁事業] 様式１－３ 添付書類「ｄ」[住宅生活再建支援　被災者生活支援 被災者支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ 県外避難者支援]
[ｺﾐｭﾆﾃｨ形成支援/直接補助 　心の復興/直接補助]

●今回の交付対象とする経費

《事業番号①》 《事業名①》

《積算内訳》

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１）報酬費（パートタイム会計年度任用職員への報酬、団体理事・役員報酬など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（２）賃金（地方公務員法適用外の団体等の非常勤職員賃金など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（３）給料（フルタイム会計年度任用職員への給料など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（４）職員手当等（会計年度任用職員に係る諸手当など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（５）共済費（社会保険料など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

（６）報償費（講師謝金・ボランティア謝金など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 回 =  円 1回あたり●時間

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

（７）旅費（普通旅費、有識者旅費、宿泊費など）  円
↓単価（税込） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（８）需用費（消耗品費、燃料費、印刷製本費など）  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（９）役務費（通信運搬費、広告料、手数料、保険料（非課税）など）  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓数量①

↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称

↓数量①

↓名称 ↓数量①

↓数量①

↓名称 ↓数量①

積算内訳

↓名称

↓数量①

↓名称

↓数量②

↓数量②

↓名称

↓名称

↓数量②

↓数量②

0 円（税込）

↓数量②



[復興庁事業] 様式１－３ 添付書類「ｄ」[住宅生活再建支援　被災者生活支援 被災者支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ 県外避難者支援]
[ｺﾐｭﾆﾃｨ形成支援/直接補助 　心の復興/直接補助]

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１０）助成金  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 × =  円

 円 × 0 人 × 0 日 × =  円

 円 × 0 人 × 0 日 × =  円

（１１）委託料（取組のうち、業務委託を行う範囲）※内訳の分かる見積書を添付すること  円
↓備考（使用目的・根拠等）

× =  円

× =  円

× =  円

（１２）工事費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 回 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × =  円

（１３）使用料  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１４）賃借料  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１５）備品購入費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

●今回の交付対象としない経費

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓支援対象としない理由

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

↓名称 ↓数量① ↓数量②

1式

1式

1式

↓名称 ↓数量① ↓数量②

取組○、名称

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓委託内容

↓名称 ↓数量（人） ↓数量（日）

取組○、名称

取組○、名称

自助努力や既存資源を活用して対応する、他の手法により資金調達を行う、等の金額があれば、記入してください（交付対象とする経費と合わ
せれば、事業全体の金額となるよう、記入してください）。

0 円（税込）

↓経費名称 ↓数量① ↓数量②



[復興庁事業] 様式１－３ 添付書類「ｄ」[住宅生活再建支援　被災者生活支援 被災者支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ 県外避難者支援]
[ｺﾐｭﾆﾃｨ形成支援/直接補助 　心の復興/直接補助]

《事業番号②》 《事業名②》

《積算内訳》

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１）報酬費（パートタイム会計年度任用職員への報酬、団体理事・役員報酬など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（２）賃金（地方公務員法適用外の団体等の非常勤職員賃金など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（３）給料（フルタイム会計年度任用職員への給料など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（４）職員手当等（会計年度任用職員に係る諸手当など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円 1時間あたり換算●円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（５）共済費（社会保険料など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

（６）報償費（講師謝金・ボランティア謝金など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 回 =  円 1回あたり●時間

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

（７）旅費（普通旅費、有識者旅費、宿泊費など）  円
↓単価（税込） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（８）需用費（消耗品費、燃料費、印刷製本費など）  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（９）役務費（通信運搬費、広告料、手数料、保険料（非課税）など）  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量①

↓名称 ↓数量①

↓数量① ↓数量②

↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓数量①

↓名称

↓名称

↓名称 ↓数量②

0 円（税込）



[復興庁事業] 様式１－３ 添付書類「ｄ」[住宅生活再建支援　被災者生活支援 被災者支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ 県外避難者支援]
[ｺﾐｭﾆﾃｨ形成支援/直接補助 　心の復興/直接補助]

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１０）助成金  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 × =  円

 円 × 0 人 × 0 日 × =  円

 円 × 0 人 × 0 日 × =  円

（１１）委託料（取組のうち、業務委託を行う範囲）※内訳の分かる見積書を添付すること  円
↓備考（使用目的・根拠等）

× =  円

× =  円

× =  円

（１２）工事費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 回 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × =  円

（１３）使用料  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１４）賃借料  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１５）備品購入費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

●今回の交付対象としない経費

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓支援対象としない理由

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

1式

1式

1式

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称

↓名称 ↓数量（人） ↓数量（日）

↓委託内容

取組○、名称

取組○、名称

0 円（税込）

↓経費名称 ↓数量① ↓数量②

自助努力や既存資源を活用して対応する、他の手法により資金調達を行う、等の金額があれば、記入してください（交付対象とする経費と合わ
せれば、事業全体の金額となるよう、記入してください）。

取組○、名称



[厚生労働省事業] 様式１－３ 添付書類「ｅ」[被災者見守り・相談支援]

●今回の交付対象とする経費

《事業番号①》 《事業名①》

《積算内訳》

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１）給料  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（２）職員手当等  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（３）報酬費（団体理事・役員報酬など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（４）賃金（常勤職員・非常勤職員・アルバイト賃金など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（５）共済費（社会保険料など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

（６）報償費（講師謝金・ボランティア謝金など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

（７）旅費（普通旅費、有識者旅費、宿泊費など）  円
↓単価（税込） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（８）需用費（消耗品費、燃料費、印刷製本費など）  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（９）役務費（通信運搬費、広告料、手数料、保険料（非課税）など）  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量①

↓数量① ↓数量②

↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓数量① ↓数量②

↓名称

↓数量①

↓名称 ↓数量①

↓数量①

積算内訳

↓名称

↓数量②

↓名称 ↓数量①

↓名称

↓数量②

0 円（税込）

↓数量②↓名称

↓数量②



[厚生労働省事業] 様式１－３ 添付書類「ｅ」[被災者見守り・相談支援]

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１０）助成金  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 × =  円

 円 × 0 人 × 0 日 × =  円

 円 × 0 人 × 0 日 × =  円

（１１）委託料（取組のうち、業務委託を行う範囲）※内訳の分かる見積書を添付すること  円
↓備考（使用目的・根拠等）

× =  円

× =  円

× =  円

（１２）使用料及び賃借料  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１３）備品購入費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

●今回の交付対象としない経費

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓支援対象としない理由

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

↓数量②

取組○、名称

↓名称 ↓数量①

↓名称 ↓数量① ↓数量②

1式

1式

↓委託内容

1式

↓名称 ↓数量（人） ↓数量（日）

取組○、名称

取組○、名称

自助努力や既存資源を活用して対応する、他の手法により資金調達を行う、等の金額があれば、記入してください（交付対象とする経費と合わ
せれば、事業全体の金額となるよう、記入してください）。

0 円（税込）

↓経費名称 ↓数量① ↓数量②



[厚生労働省事業] 様式１－３ 添付書類「ｆ」[仮設住宅サポート拠点運営]

●今回の交付対象とする経費

《事業番号①》 《事業名①》

《積算内訳》

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１）報酬費（団体理事・役員報酬など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（２）賃金・給料・職員手当等（常勤職員・非常勤職員・アルバイト賃金など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（３）共済費（社会保険料など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

（４）報償費（講師謝金・ボランティア謝金など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

（５）旅費（普通旅費、有識者旅費、宿泊費など）  円
↓単価（税込） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（６）需用費（消耗品費、燃料費、印刷製本費など）  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（７）役務費（通信運搬費、広告料、手数料、保険料（非課税）など）  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

↓名称

↓数量②

↓名称 ↓数量①

↓名称

↓数量②

↓数量②

積算内訳

↓名称

0 円（税込）

↓数量②

↓名称

↓数量①

↓名称 ↓数量①

↓数量①

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓数量① ↓数量②

↓数量① ↓数量②



[厚生労働省事業] 様式１－３ 添付書類「ｆ」[仮設住宅サポート拠点運営]

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（８）委託料（取組のうち、業務委託を行う範囲）※内訳の分かる見積書を添付すること  円
↓備考（使用目的・根拠等）

× =  円

× =  円

× =  円

（９）使用料及び賃借料  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１０）負担金  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１１）備品購入費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１２）補助金  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 × 0 =  円

 円 × 0 × 0 =  円

 円 × 0 × 0 =  円

（１３）交付金  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 × 0 =  円

 円 × 0 × 0 =  円

 円 × 0 × 0 =  円

（１４）その他  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

●今回の交付対象としない経費

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓支援対象としない理由

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

自助努力や既存資源を活用して対応する、他の手法により資金調達を行う、等の金額があれば、記入してください（交付対象とする経費と合わ
せれば、事業全体の金額となるよう、記入してください）。

0 円（税込）

↓経費名称 ↓数量① ↓数量②

取組○、名称

取組○、名称

↓委託内容

1式

↓名称 ↓数量① ↓数量②

1式

1式

↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量①

↓名称 ↓数量①

取組○、名称

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②



[厚生労働省事業] 様式１－３ 添付書類「ｇ」[被災地健康支援]

●今回の交付対象とする経費

《事業番号①》 《事業名①》

《積算内訳》

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１）報酬費（団体理事・役員報酬など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（２）報酬、給料（常勤職員・非常勤職員・アルバイト賃金など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（３）職員手当等  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（４）共済費（社会保険料など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

（５）報償費（講師謝金・ボランティア謝金など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

（６）旅費（普通旅費、有識者旅費、宿泊費など）  円
↓単価（税込） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（７）需用費（消耗品費、燃料費、印刷製本費など）  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（８）役務費（通信運搬費、広告料、手数料、保険料（非課税）など）  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

↓数量① ↓数量②↓名称

↓数量②

↓数量①

↓名称 ↓数量①

↓数量①

↓名称

↓名称 ↓数量①

0 円（税込）

↓数量②↓数量①

↓数量②

積算内訳

↓名称

↓数量②

↓数量②↓名称 ↓数量①

↓名称

↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②



[厚生労働省事業] 様式１－３ 添付書類「ｇ」[被災地健康支援]

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（９）委託料（取組のうち、業務委託を行う範囲）※内訳の分かる見積書を添付すること  円
↓備考（使用目的・根拠等）

× =  円

× =  円

× =  円

（１０）使用料及び賃借料  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１１）負担金  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１２）備品購入費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１３）補助及び交付金  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 × 0 =  円

 円 × 0 × 0 =  円

 円 × 0 × 0 =  円

●今回の交付対象としない経費

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓支援対象としない理由

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円取組○、名称

↓名称

取組○、名称

自助努力や既存資源を活用して対応する、他の手法により資金調達を行う、等の金額があれば、記入してください（交付対象とする経費と合わ
せれば、事業全体の金額となるよう、記入してください）。

0 円（税込）

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓数量②↓数量①

↓名称 ↓数量① ↓数量②

1式

1式

1式

取組○、名称

↓委託内容

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓経費名称 ↓数量① ↓数量②



[厚生労働省事業] 様式１－３ 添付書類「ｈ」[被災者の心のケア支援]

●今回の交付対象とする経費

《事業番号①》 《事業名①》

《積算内訳》

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１）報酬費（団体理事・役員報酬など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（２）賃金（常勤職員・非常勤職員・アルバイト賃金など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（３）給料（会計年度任用職員給料）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（４）職員手当等  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（５）共済費（社会保険料など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

（６）福利厚生費  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

（７）報償費（講師謝金・ボランティア謝金など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

（８）旅費（普通旅費、有識者旅費、宿泊費など）  円
↓単価（税込） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（９）需用費（消耗品費、燃料費、会議費、印刷製本費、光熱水料など）  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１０）役務費（通信運搬費、広告料、手数料、保険料（非課税）など）  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

↓名称 ↓数量①

↓名称

↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓数量②

↓数量②

↓数量②

 c

↓名称

0 円（税込）

↓数量②↓数量①

↓名称 ↓数量①

↓数量①

↓名称

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓数量①

↓数量① ↓数量②↓名称

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②



[厚生労働省事業] 様式１－３ 添付書類「ｈ」[被災者の心のケア支援]

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１１）委託料（取組のうち、業務委託を行う範囲）※内訳の分かる見積書を添付すること  円
↓備考（使用目的・根拠等）

× =  円

× =  円

× =  円

（１２）使用料及び賃借料  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１３）被災地において長期的に精神医療に従事する人材を養成するために必要な経費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１４）備品購入費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１５）補助金  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 × 0 =  円

 円 × 0 × 0 =  円

 円 × 0 × 0 =  円

●今回の交付対象としない経費

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓支援対象としない理由

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

↓経費名称 ↓数量① ↓数量②

取組○、名称

↓委託内容

↓名称 ↓数量① ↓数量②

1式

1式

1式

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓数量②↓数量①

取組○、名称

↓名称

取組○、名称

自助努力や既存資源を活用して対応する、他の手法により資金調達を行う、等の金額があれば、記入してください（交付対象とする経費と合わ
せれば、事業全体の金額となるよう、記入してください）。

0 円（税込）



[こども家庭庁事業] 様式１－３ 添付書類「ｉ」[被災した子どもの健康・生活対策等総合支援]

●今回の交付対象とする経費

《事業番号①》 《事業名①》

《積算内訳》

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１）報酬費（団体理事・役員報酬など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（２）給料、職員手当等（常勤職員・会計年度任用職員給料など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

 円 × 0 人 × 0 日 =  円

（３）共済費（社会保険料など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

 円 × 0 人 × 0 月 =  円

（４）報償費（講師謝金・ボランティア謝金など）  円
↓単価 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

 円 × 0 人 × 0 回 =  円

（５）旅費（普通旅費、有識者旅費、宿泊費など）  円
↓単価（税込） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（６）借損料  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（７）需用費（消耗品費、燃料費、印刷製本費など）  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（８）会議費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（９）役務費（通信運搬費、広告料、手数料、保険料（非課税）など）  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓数量②

↓名称

↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量①

↓数量①

積算内訳

↓名称

0 円（税込）

↓数量①

↓数量①

↓数量②

↓数量②↓名称 ↓数量①

↓数量②↓名称

↓数量②

↓名称 ↓数量①

↓名称



[こども家庭庁事業] 様式１－３ 添付書類「ｉ」[被災した子どもの健康・生活対策等総合支援]

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１０）雑役務費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１１）委託料（取組のうち、業務委託を行う範囲）※内訳の分かる見積書を添付すること  円
↓備考（使用目的・根拠等）

× =  円

× =  円

× =  円

（１２）工事費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１３）使用料及び賃借料  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

（１４）備品購入費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

●今回の交付対象としない経費

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓支援対象としない理由

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × =  円

↓数量②

取組○、名称

自助努力や既存資源を活用して対応する、他の手法により資金調達を行う、等の金額があれば、記入してください（交付対象とする経費と合わ
せれば、事業全体の金額となるよう、記入してください）。

0 円（税込）

↓経費名称 ↓数量①

取組○、名称

取組○、名称

↓名称 ↓数量① ↓数量②

1式

1式

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量①

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓委託内容

1式

↓数量②



[文部科学省事業] 様式１－３ 添付書類「ｊ」[福島県の子供たちを対象とする自然体験・交流活動支援]

学校等体験活動支援事業（小・中学校自然体験・交流活動等支援事業）

●今回の交付対象とする経費

《事業番号①》《事業名①》

《積算内訳》

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１）宿泊費  円
↓単価（税込） ↓補助割合 ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

（２）活動費・交通費  円
↓単価（税込） ↓補助割合 ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

（３）一般管理費  円
↓単価（税込） ↓補助割合 ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × 0.8 × =  円

●今回の交付対象としない経費

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

↓ ↓経費名称 ↓単価（税抜） ↓補助割合 ↓消費税率考慮 ↓支援対象としない理由

 円 × 0 個 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × 0.8 × =  円

0 円（税込）

↓名称

積算内訳

↓名称 ↓数量①

↓名称

取組○、名称

0 円（税込）

自助努力や既存資源を活用して対応する、他の手法により資金調達を行う、等の金額があれば、記入してください（交付対象とする経費と合わせ
れば、事業全体の金額となるよう、記入してください）。

取組○、名称

↓数量②

↓数量① ↓数量②

取組○、名称

↓数量②↓数量①

↓数量① ↓数量②



[文部科学省事業] 様式１－３ 添付書類「ｊ」[福島県の子供たちを対象とする自然体験・交流活動支援]

学校等体験活動支援事業（幼稚園・保育所自然体験活動等支援事業）

●今回の交付対象とする経費

《事業番号①》《事業名①》

《積算内訳》

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１）宿泊費  円
↓単価（税込） ↓補助割合 ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

（２）活動費・交通費  円
↓単価（税込） ↓補助割合 ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

（３）一般管理費  円
↓単価（税込） ↓補助割合 ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 0.8 × =  円

●今回の交付対象としない経費

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

↓ ↓経費名称 ↓単価（税抜） ↓補助割合 ↓消費税率考慮 ↓支援対象としない理由

 円 × 0 個 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × 0.8 × =  円

積算内訳

0 円（税込）

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

取組○、名称

取組○、名称

自助努力や既存資源を活用して対応する、他の手法により資金調達を行う、等の金額があれば、記入してください（交付対象とする経費と合わせ
れば、事業全体の金額となるよう、記入してください）。

0 円（税込）

↓数量① ↓数量②

取組○、名称



[文部科学省事業] 様式１－３ 添付書類「ｊ」[福島県の子供たちを対象とする自然体験・交流活動支援]

社会教育関係団体体験活動支援事業

●今回の交付対象とする経費

《事業番号①》 《事業名①》

《積算内訳》

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１）宿泊費  円
↓単価（税込） ↓補助割合 ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

（２）活動費・交通費  円
↓単価（税込） ↓補助割合 ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 人 × 0 回 × 0.8 × =  円

（３）一般管理費  円
↓単価（税込） ↓補助割合 ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 0 個 × 0 回 × 0.8 × =  円

●今回の交付対象としない経費

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

↓ ↓経費名称 ↓単価（税抜） ↓補助割合 ↓消費税率考慮 ↓支援対象としない理由

 円 × 0 個 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × 0.8 × =  円

 円 × 0 個 × 0 回 × 0.8 × =  円

積算内訳

0 円（税込）

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

取組○、名称

取組○、名称

自助努力や既存資源を活用して対応する、他の手法により資金調達を行う、等の金額があれば、記入してください（交付対象とする経費と合わせ
れば、事業全体の金額となるよう、記入してください）。

0 円（税込）

↓数量① ↓数量②

取組○、名称



様式１－３ 添付書類「ｋ」[子供の学習支援によるコミュニティ復興支援]

内 閣 総 理 大 臣 　殿

郵 便 番 号 〒（郵便番号を記入）

所　在　地 （住所を記入）

自 治 体 名 （自治体名を記入）

代表者職名 （代表者職名を記入）

氏  　　名 （代表者氏名を記入）

【申請額】
税込金額を記入してください。

【対象自治体】
自治体名を記入してください。

【問合せ先（本件に関する窓口）】
問合せ先のご担当者様の氏名、所属名、役職、住所、電話番号、メールアドレスを記入してください。

ご担当者様の氏名

ご担当者様の所属名

ご担当者様の役職

住所

電話番号

メールアドレス

　 年度「子供の学習支援によるコミュニティ復興支援事業事業」について、以下のとおり事業計画を提出いた
します。

0 円（税込）

（自治体名を記入）

（電話番号を記入）

（メールアドレスを記入）

　　　　年度子供への学習支援によるコミュニティ復興支援事業被災者支援事業計画（表紙）

　　年　　月　　日 

（ご担当者様の氏名を記入）

（ご担当者様の所属法人又は団体名を記入）

（ご担当者様の役職を記入）

〒　（郵便番号と住所を記入）



[文部科学省事業] 様式１－３ 添付書類「ｋ」[子供の学習支援によるコミュニティ復興支援]

積算内訳

《積算内訳》

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（）諸謝金  円
↓単価（税抜） ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 人 × 回 =  円

 円 × 人 × 回 =  円

 円 × 人 × 回 =  円

（２）旅費  円
↓単価（税抜） ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 人 × 回 × =  円

 円 × 人 × 回 × =  円

 円 × 人 × 回 × =  円

（３）借損料  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 式 × 回 × =  円

 円 × 式 × 回 × =  円

 円 × 式 × 回 × =  円

（４）印刷製本費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 部 × 式 × =  円

 円 × 部 × 式 × =  円

 円 × 部 × 式 × =  円

（５）消耗品費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 個 × 回 × =  円

 円 × 個 × 回 × =  円

 円 × 個 × 回 × =  円

（６）会議費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 人 × 回 × =  円

 円 × 人 × 回 × =  円

 円 × 人 × 回 × =  円

（７）通信運搬費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 箇所 × 回 × =  円

 円 × 箇所 × 回 × =  円

 円 × 箇所 × 回 × =  円

（８）雑役務費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 人 × 回 × =  円

 円 × 人 × 回 × =  円

 円 × 人 × 回 × =  円

（９）業務委託費（取組のうち、業務委託を行う範囲または間接実施の場合）  円
↓備考（使用目的・根拠等）

1式 =  円

1式 =  円

1式 =  円

（10）一般管理費  円
↓備考（使用目的・根拠等）

1式 =  円

1式 =  円

1式 =  円

↓委託内容

↓委託内容

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

①評価・検証委員会

0 円（税込）

↓名称 ↓数量 ↓数量②



[文部科学省事業] 様式１－３ 添付書類「ｋ」[子供の学習支援によるコミュニティ復興支援]

積算内訳

《積算内訳》

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１）諸謝金  円
↓単価（税抜） ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 人 × 回 =  円

 円 × 人 × 回 =  円

 円 × 人 × 回 =  円

（２）旅費  円
↓単価（税抜） ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 人 × 回 × =  円

 円 × 人 × 回 × =  円

 円 × 人 × 回 × =  円

（３）借損料  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 式 × 回 × =  円

 円 × 式 × 回 × =  円

 円 × 式 × 回 × =  円

（４）印刷製本費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 部 × 式 × =  円

 円 × 部 × 式 × =  円

 円 × 部 × 式 × =  円

（５）消耗品費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 個 × 回 × =  円

 円 × 個 × 回 × =  円

 円 × 個 × 回 × =  円

（６）会議費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 人 × 回 × =  円

 円 × 人 × 回 × =  円

 円 × 人 × 回 × =  円

（７）通信運搬費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 箇所 × 回 × =  円

 円 × 箇所 × 回 × =  円

 円 × 箇所 × 回 × =  円

（８）雑役務費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 人 × 回 × =  円

 円 × 人 × 回 × =  円

 円 × 人 × 回 × =  円

（９）業務委託費（取組のうち、業務委託を行う範囲または間接実施の場合）  円
↓備考（使用目的・根拠等）

1式 =  円

1式 =  円

1式 =  円

（10）一般管理費  円
↓備考（使用目的・根拠等）

1式 =  円

1式 =  円

1式 =  円

（11）備品整備費（放課後子供教室の実施施設に必要な整備について、開設初年度のみ計上）  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 個 × 1 回 × =  円

 円 × 個 × 1 回 × =  円

 円 × 個 × 1 回 × =  円

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓委託内容

↓委託内容

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

②地域学校協働活動

0 円（税込）



[文部科学省事業] 様式１－３ 添付書類「ｋ」[子供の学習支援によるコミュニティ復興支援]

積算内訳

《積算内訳》

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１）諸謝金  円
↓単価（税抜） ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 人 × 回 =  円

 円 × 人 × 回 =  円

 円 × 人 × 回 =  円

（２）旅費  円
↓単価（税抜） ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 人 × 回 × =  円

 円 × 人 × 回 × =  円

 円 × 人 × 回 × =  円

（３）借損料  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 式 × 回 × =  円

 円 × 式 × 回 × =  円

 円 × 式 × 回 × =  円

（４）印刷製本費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 部 × 式 × =  円

 円 × 部 × 式 × =  円

 円 × 部 × 式 × =  円

（５）消耗品費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 個 × 回 × =  円

 円 × 個 × 回 × =  円

 円 × 個 × 回 × =  円

（６）会議費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 人 × 回 × =  円

 円 × 人 × 回 × =  円

 円 × 人 × 回 × =  円

（７）通信運搬費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 箇所 × 回 × =  円

 円 × 箇所 × 回 × =  円

 円 × 箇所 × 回 × =  円

（８）雑役務費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 人 × 回 × =  円

 円 × 人 × 回 × =  円

 円 × 人 × 回 × =  円

（９）業務委託費（取組のうち、業務委託を行う範囲または間接実施の場合）  円
↓備考（使用目的・根拠等）

1式 =  円

1式 =  円

1式 =  円

（10）一般管理費  円
↓備考（使用目的・根拠等）

1式 =  円

1式 =  円

1式 =  円

↓委託内容

↓委託内容

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

③家庭教育支援活動

0 円（税込）

↓名称 ↓数量① ↓数量②



[文部科学省事業] 様式１－３ 添付書類「ｋ」[子供の学習支援によるコミュニティ復興支援]

積算内訳

《積算内訳》

※行が足りない場合は、適宜追加してください。

（１）諸謝金  円
↓単価（税抜） ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 人 × 回 =  円

 円 × 人 × 回 =  円

 円 × 人 × 回 =  円

（２）旅費  円
↓単価（税抜） ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 人 × 回 × =  円

 円 × 人 × 回 × =  円

 円 × 人 × 回 × =  円

（３）借損料  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 式 × 回 × =  円

 円 × 式 × 回 × =  円

 円 × 式 × 回 × =  円

（４）印刷製本費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 部 × 式 × =  円

 円 × 部 × 式 × =  円

 円 × 部 × 式 × =  円

（５）消耗品費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 個 × 回 × =  円

 円 × 個 × 回 × =  円

 円 × 個 × 回 × =  円

（６）会議費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 人 × 回 × =  円

 円 × 人 × 回 × =  円

 円 × 人 × 回 × =  円

（７）通信運搬費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 箇所 × 回 × =  円

 円 × 箇所 × 回 × =  円

 円 × 箇所 × 回 × =  円

（８）雑役務費  円
↓単価（税抜） ↓消費税率考慮 ↓備考（使用目的・根拠等）

 円 × 人 × 回 × =  円

 円 × 人 × 回 × =  円

 円 × 人 × 回 × =  円

（９）業務委託費（取組のうち、業務委託を行う範囲または間接実施の場合）  円
↓備考（使用目的・根拠等）

1式 =  円

1式 =  円

1式 =  円

（10）一般管理費  円
↓備考（使用目的・根拠等）

1式 =  円

1式 =  円

1式 =  円

↓委託内容

↓委託内容

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

↓名称 ↓数量① ↓数量②

0 円（税込）

↓名称 ↓数量① ↓数量②

④子供たちの学習環境の好転を図るために必要な研修会等



[文部科学省事業] 様式１－３ 添付書類「ｋ」[仮設住宅の再編等に係る子供の学習支援によるコミュニティ復興支援]

１．原子力被災市町村の状況等 ※原子力被災市町村のみ記入

(2)本事業において達成する子供の学習環境及びコミュニティの復興に関する目標

(1)原子力災害からの復興に取り組むうえでの子供への学習支援及びコミュニティの形成に関
わる課題及びその要因

・具体的な課題については、可能な限りエビデンス（定量的な状況）を含めて記載してくださ
い。
　ex)学力の状況、転出入の状況、不登校の人数、地域資源（学習や体験を提供できる者）の減
少　等
・記載する課題については、震災に起因することが分かる形で記載してください。
　（震災前から発生している課題ではないことを説明できるようにしてください）

「子供への学習支援によるコミュニティ復興支援事業」状況調査

都道府県名
市町村名

・課題に対し、本事業によって達成する目標（最終的に何をどのように解決するのか）を記載
してください。
・復興事業であることを念頭に、この事業によってどのような震災被害について、どの程度ま
で復興させるのかを明確に記載願います。



[文部科学省事業] 様式１－３ 添付書類「ｋ」[仮設住宅の再編等に係る子供の学習支援によるコミュニティ復興支援]

(3)事業内容及び成果目標 

成果目標
②

・「事業内容②」によって
達成すべき本年度の成果目
標を定量的に記載してくだ
さい。
Ex) ～な児童生徒数を3割
まで減少させる 等

事業内容
①

事業内容
③

・（3）で記載した目標達成のために、
どのような取組を実施するのかを具体的
に記載してください。（主な取組3つま
で）

成果目標
③

・「事業内容③」によって
達成すべき本年度の成果目
標を定量的に記載してくだ
さい。
Ex) ～な児童生徒数を3割
まで減少させる 等

・（3）で記載した目標達成のために、
どのような取組を実施するのかを具体的
に記載してください。（主な取組3つま
で）

成果目標
①

・「事業内容①」によって
達成すべき本年度の成果目
標を定量的に記載してくだ
さい。
Ex) ～な児童生徒数を3割
まで減少させる 等

事業内容
②

・（3）で記載した目標達成のために、
どのような取組を実施するのかを具体的
に記載してください。（主な取組3つま
で）



[文部科学省事業] 様式１－３ 添付書類「ｋ」[仮設住宅の再編等に係る子供の学習支援によるコミュニティ復興支援]

２．被災3県知事が特に必要と認める市町村の状況 ※原子力被災市町村以外が記入

(2)本事業において達成する子供の学習環境及びコミュニティの復興に関する目標

(3)被災3県知事が特に必要と認める理由性

(4)事業内容及び成果目標

事業内容
②

・（2）で記載した目標達成のために、
どのような取組を実施するのかを具体的
に記載してください。（主な取組３つま
で）

成果目標
②

・「事業内容②」によって
達成すべき本年度の成果目
標を定量的に記載してくだ
さい。
Ex) ～な児童生徒数を3割
まで減少させる 等

事業内容
①

・課題に対し、本事業によって達成する目標（最終的に何をどのように解決するのか）を記載
してください。
・復興事業であることを念頭に、この事業によってどのような震災被害について、どの程度ま
で復興させるのかを明確に記載願います。

・本欄は県において記載すること。
・記載にあたっては市町村ごとの特性や復興の進捗状況等を踏まえ、理由を明確に示すこと。
（例）
・県として○○という課題に対応するために本事業を活用することとしており、当該市町村の
状況を見ると、××という指標が△％となっており、まさに課題を抱えた地域であると認められ
るため。
・□□市は◇◇の復興の状況が計画よりも大幅に遅れており、重点的な支援が必要と認められ

(1)震災からの復興に取り組むうえでの子供への学習支援及びコミュニティの形成に関わる課
題及びその要因

・記載する課題については、震災に起因することが分かる形で記載してください。
　（震災前から発生している課題ではないことを説明できるようにしてください）

・（2）で記載した目標達成のために、
どのような取組を実施するのかを具体的
に記載してください。（主な取組３つま
で）

成果目標
①

・「事業内容①」によって
達成すべき本年度の成果目
標を定量的に記載してくだ
さい。
Ex) ～な児童生徒数を3割
まで減少させる 等



[文部科学省事業] 様式１－３ 添付書類「ｋ」[仮設住宅の再編等に係る子供の学習支援によるコミュニティ復興支援]

事業内容
③

・（2）で記載した目標達成のために、
どのような取組を実施するのかを具体的
に記載してください。（主な取組３つま
で）

成果目標
③

・「事業内容③」によって
達成すべき本年度の成果目
標を定量的に記載してくだ
さい。
Ex) ～な児童生徒数を3割
まで減少させる 等



地方自治体用

１．災害公営住宅等の整備状況及び今後の見通し

　①各年度における整備戸数（見通し）を記入して下さい。

（戸数）

27年度以前 28年度 29年度 30年度 1年度 2年度 3年度 4年度 5年度 時期未定 合計

　②入居世帯、入居者数及び高齢化率（入居者のうち、65歳以上の占める割合）を記入して下さい。

入居世帯数 戸

入居者数

高齢化率

２．仮設住宅の入居世帯数

(戸数）

27年度 28年度 29年度 30年度 1年度 2年度 3年度 4年度 5年度

　②入居者数及び高齢化率（入居者のうち、65歳以上の占める割合）を記入して下さい。

入居者数

高齢化率

３．当該地域に特有の見守り等支援ニーズの有無、特別な事情の概要

％

県名・市町村名【　　　　　　　　　　】

〔　　　　年　　月現在〕

※本様式は、被災三県内の地方自治体が事業計画を作成する際に記載して下さい。

建設型仮設住宅

みなし仮設住宅

名

（様式１－４）

被災者支援を取り巻く現況について

４．地域コミュニティやNPO等を活用した自立的な見守り等支援体制の構築に向けた取組の状況

〔　　　　年　　月現在〕

〔　　　　年　　月現在〕

名 〔　　　　年　　月現在〕

％ 〔　　　　年　　月現在〕

　①各年度初めの入居世帯数（見通し）を記入して下さい。



 

                               参考例 

（様式２）                          

年 月 日 

 
内閣総理大臣 殿 

 
 
 

都道府県又は市町村等の長 

 
 
 

 
 

被災者支援事業計画の変更について 

 
 
○年○月○日付けで提出した○○県（○○市（町村）等）被災者支援事業計

画について、被災者支援総合交付金実施要綱第４の５の規定に基づき、別添の

とおり変更するので提出します。 

 



※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業ごとに作成して下さい

（単位：千円）

（注）被災者支援総合交付金実施要綱第11の１を適用する場合に記入する。

（注）交付決定時点は、交付決定の変更を行った場合は最終の交付決定の額を記載する。

合　計

流用額
(c)

備　考

（様式３）

○年度　○○県（○○市（町村））被災者支援事業計画に係る事業間流用届

提出者名：

省庁名：

No. 事業番号 事業名

交付決定時点 年度終了時点

（注）「流用額（c）」には、他事業に流用した額を記載する。他事業から流用があった場合にはマイナスで表記する。

本年度に交付される交付額
(a)

本年度に充当した交付額
(b)



交付可能額通知後 

 

（様式４） 

年 月 日 

○○大臣 殿 

 

都道府県又は市町村等の長 

 

○年度被災者支援総合交付金交付決定前着手申請書 

 

 ○年○○月○日付け○○○で交付可能額通知を受けた●●県（○○市（町村）

等）被災者支援事業計画に基づく下記事業について、別記条件を了承の上、交

付金交付決定前に着手したいので提出します。 

 

記 

 

１ 被災者支援事業計画の名称 

２ 事業名  

３ 事業費 

４ 事業実施主体 

５ 着手予定年月日 

６ 交付決定前着手を必要とする理由 

 

 



交付可能額通知後 

別記条件 

 

都道府県又は市町村等は、交付決定を受けるまでの期間に生じたあらゆる損

失等は自らの責任とすることを了知した上で当該被災者支援事業に着手する

ものとする。 

 
 



交付可能額通知前 

 
（様式５） 

年 月 日 

内閣総理大臣 殿（○○大臣 殿） 

 

都道府県又は市町村等の長 

 

○年度被災者支援総合交付金交付決定前着手申請書 

 

 下記事業について、別記条件を了承の上、交付金交付決定前に着手したいの

で提出します。 

 

記 

 

１ 被災者支援事業計画の名称 

２ 事業名  

３ 事業費 

４ 事業実施主体 

５ 着手予定年月日 

６ 交付決定前着手を必要とする理由 

 

 

 



交付可能額通知前 

別記条件 

 

都道府県又は市町村等は、交付決定を受けるまでの期間に生じたあらゆる損

失等は自らの責任とすることを了知した上で当該被災者支援事業に着手する

ものとする。 

 
 
 



 

（様式６） 

 

  年 月 日 

 

内閣総理大臣 殿（○○大臣 殿） 

 

 
都道府県又は市町村等の長 

 
 

○年度被災者支援事業計画の実績評価の報告について 

 
 

○年度被災者支援事業計画について被災者支援総合交付金実施要綱第 13の規

定に基づき、別添のとおり実績評価を報告します。 



（様式６別紙） 

団体名【●●県・○○市（町村）等】 

  ○年度被災者支援事業計画 実績評価票 
 

※地方自治体については、本様式は様式１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO.  事業名  事業番号  

交付先の団体  

事業実施主体 

（直接/間接） 
 

交付金交付額 （千円） 

交付金充当額 （千円） 

被災者支援に関する目標 

（様式１－３に記載した内容を記載下さい） 

 

 

 

 

成果指標 

（様式１－３に記載した内容を記載下さい） 

 

事業実績 

（活動内容を具体的に記載下さい。また、アンケート調査の結果などを成果指標としている場合は、それ

を測定するための手法や内容を記載下さい） 

 

 

 

実績評価 

（「被災者支援に関する目標」及び「成果指標」の達成状況に関する分析・評価を記載下さい） 

 

 

 

今後の事業の見通し 

 

 

 

 


	1 被災者支援総合交付金実施要綱_230401
	2 別紙様式_230401
	2-1別紙様式1・2「心の復興事業」
	3【1-1】被災者支援事業計画の提出について
	4【1-2】被災者支援事業計画〔総括表〕
	様式１－２

	5 【1-3】被災者支援事業計画〔個票地方自治体用〕_230401
	6 【1-3 添付書類a】［コミュニティ形成(間接)］(自治体用)①
	表紙
	１－１
	１－２
	３

	7 【1-3 添付書類a】［コミュニティ形成(間接)］(自治体用)②
	スライド番号 1

	8 【1-3 添付書類b】［心の復興事業］(自治体用)①
	表紙
	１－１
	１－２
	３

	9 【1-3 添付書類b】［心の復興事業］(自治体用)②
	スライド番号 1

	10 【1-3 添付書類b】［心の復興事業］(団体用)①_230401
	表紙
	１－１
	１－２
	３

	11 【1-3 添付書類b】［心の復興事業］(団体用)②
	スライド番号 1
	スライド番号 2

	12 【1-3 添付書類c】［ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ事業］(団体用)①_230401
	表紙
	１－１
	１－２
	３

	13 【1-3 添付書類c】［ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ事業］(団体用)②
	スライド番号 1

	14 【1-3 添付書類d】［その他］
	１－１

	15 【1-3 添付書類e】［被災者見守り・相談支援事業］
	１－１

	16 【1-3 添付書類f】［仮設住宅サポート拠点運営事業］
	１－１

	17 【1-3 添付書類g】［被災地健康支援事業］
	１－１

	18 【1-3 添付書類h】［被災者の心のケア支援事業］
	１－１

	19 【1-3 添付書類i】［被災した子どもの健康・生活対策等総合支援事業］_230401
	１－１

	20 【1-3 添付書類j】［福島県の子供たちを対象とする自然体験・交流活動支援］
	小・中学校
	幼稚園・保育所
	社会教育関係団体

	21 【1-3 添付書類k】［子どもへの学習支援によるコミュニティ復興支援事業］
	表紙
	積算内訳
	状況調査

	22 【1-4】被災者支援を取り巻く現況_230401
	Ⅱ 被災者支援を取り巻く状況等

	23【2】変更申請書
	24 【3】事業間流用届
	様式３

	25【4】交付決定前着手申請書
	26【5】交付決定前着手申請書
	27【6】実績評価報告書
	28 【6】別紙（実績評価票）_230401

